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劣化・故障診断機能を搭載した太陽光発電設備用遠隔監視システムの開発
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平成24年7月に、再生可能エネルギーの固定価
格買取制度が施行されたことにより、太陽光発電
（以下、PV）設備が注目され、その導入スピード
は急激に加速している。しかし、その一方で、様々
な不具合事例も報告されるようになってきた。例
えば、産業技術総合研究所で実証試験中の出力合
計877kWのPV設備では、太陽電池モジュールの
2.7％、パワーコンディショナ（以下、PCS）の
16.6％に不具合が発生していることが報告され
ている［1］。また、他の設備では、設計不良や施工
不良による不具合も報告されている［2］［3］。
PV設備の不具合は、売電収入への影響や安全

性の確保の面から早期に発見し対処する必要があ
る。このため、近年、遠隔監視システムを導入し、
PV設備の監視を行う例が増えている。しかし、
市販されている遠隔監視システムは、不具合を発
見するための劣化・故障診断機能が十分とは言え
ない。そこで、他社と差別化できる独自の劣化・故
障診断機能を有する遠隔監視システム（以下、本シ
ステム）を開発した。

PV設備の構成例を図1に示す。図1は200kW
のシステムであり、定格出力250Wの太陽電池モ
ジュール832枚、1ストリング（太陽電池の直列
単位）を16直列として合計52ストリング、接続
箱が4箇所で、13ストリングずつ並列接続して
いる。集電箱ではそれらを1つに並列接続して
PCSへ接続する。
一般に、PV遠隔監視システムにおける発電量

の監視単位として、PCS単位、ストリング単位、
接続箱単位、モジュール単位がある。図1を例に
した監視単位別仕様の比較を表1に示す。計測点

はそれぞれ1点、4点、52点、832点であり、監
視単位が細かいほど同じ発電量低下に対する計測
値の低下率が大きいため、出力低下や劣化を検出
しやすい。しかし、その反面、イニシャルコストが
高くなるという課題がある。
また、これまでのPV遠隔監視システムは、発電
量の見える化を主目的に開発されたものが多く、
劣化による出力低下などの劣化・故障診断機能を
搭載した製品は少ない。
以上より、当社独自の精度の高い劣化・故障診断
手法を開発し、異常検出精度と採算性のトレード
オフを解決することが、開発における課題となる。

3．1 システム構成
図2に開発したシステムの構成図を示す。本シ
ステムは、後述する「％電力量」を用いた劣化・故
障診断機能、中継PCレス、サイネージ表示など、
当社独自の機能を搭載した監視システムである。
また、同時に監視単位を接続箱とすることで計測点
を減らし、イニシャルコストの低減を図っている。

3．2 独自機能や特徴
（1）％電力量を用いた劣化故障診断機能
％電力量は（1）式で示すように、定格発電電力

（P0［kW］）、太陽電池モジュール温度（TPA［℃］）、
日射強度（G［kW/m2］）から求めた期待発電電力

1 はじめに

2 PV遠隔監視システム開発における課題

図1 PV設備構成機器(200kWシステムの例)

表1 PV遠隔監視システムの監視単位仕様比較
モジュールストリング接続箱PCS監視単位
8325241計測点数
250W4kW52kW208kW監視容量

100％6.25％0.48％0.12％
モジュール１枚分
の出力低下に
対する低下率

◎○△×出力低下検出
2.22.01.41.0イニシャルコスト※

※メーカヒアリングから

3 開発システムの概要
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量［kWh］と、実測発電電力量（P［kWh］）の比
であり、PV発電電力が期待通り出力されている
かを評価する指標である［3］。
ここで、標準日射強度（G0＝1［kW/m2］）と出

力温度補正係数（α［％/℃］）は定数である。
％電力量の算出には、接続箱毎の傾斜面日射強
度とモジュール温度が必要である。太陽電池の設
置条件（方位、角度）がサイト内に複数ある場合を
想定し、本システムには、水平面日射強度から傾斜
面日射強度を推定する機能を搭載しており、汎用
性の高いシステムとしている。
この％電力量を用いた診断アルゴリズムは、当

社大高営業所に設置した100kWのPV設備での
実験結果を踏まえて開発した。例えば、モジュー
ルの故障を写真1のような遮光実験で再現し、電
圧・電流・発電出力の変化を確認しながら精度の
良い診断アルゴリズムを開発した。その結果、監
視単位をストリングまで細かくしなくても精度よ
く異常を検出することが可能となり、イニシャル
コストを低減することができた。
本システムで検出可能な異常と検出条件を表2
に示す。検出する異常は、長期と短期に発生する
モードを想定している。PCS運転停止や系統異

常など、採算性や安全性への影響が大きな短期
モードは即時検出する。一方、出力低下や経年劣
化などの長期モードは、誤検出確率を下げるため
発生の3日後に検出するアルゴリズムとした。
（2）中継用パソコン（PC）レス
一般的な遠隔監視システムでは、収集した計測
データをいったん現地のPCに保存し、その後外
部サーバに計測データを送信し保存することが多
い。しかし、本システムは、コストダウンのため現
地にPCを必要としない仕様とした。本システム
は外部とデータ収集装置が直接通信するため、現
地にPC不要となり、保守性が向上する。
（3）サイネージ表示
PV設備を導入する事業者からは社外PR用に
サイネージ表示の要望が多い。そこで、サイネー
ジ画面表示用のWebサイトをサーバ側で作成し、
Webブラウザで閲覧する仕様とした。サイネー
ジ画面の設置事例を写真2に示す。表示用のハー
ドウェアにはWeb閲覧機能を搭載した液晶テレ
ビを採用しているため、安価に導入可能である。

技術開発室
研究開発グループ

／西戸 雄輝

技術開発室
研究開発グループ

／井上 泰宏

技術開発室
研究開発グループ

／小林 浩

遮光シート

写真1 大高営業所での遮光実験の様子

検出条件検出期間異常モード
1日の平均動作電圧が10日間
（正常日のみ）の平均値より
±9V逸脱する場合

３日後動作電圧異常

長期
1日の平均％電力量が10日間
（正常日のみ）の平均値より
±7％逸脱する場合

３日後％電力量異常

1年の平均％電力量が初期値（稼
働開始年）の90％、又は80％を
下回る場合（2年目以降有効）

３日後経年劣化

日射計、温度計の計測データが
未取得の場合

１日後計測機器故障
短期

PCS運転状態、装置・系統異常等即時PCS警報

表2 異常モードと検出条件一覧

写真2 サイネージ用TV設置事例（鈴鹿営業所）

図2 PV遠隔監視システム構成図
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3．3 表示機能等
（1）現在値と稼働状態の表示
図3の監視画面トップページに、日射強度、売・

買電電力量、接続箱単位の発電電力、％電力量等
を表示する。各接続箱の％電力量の平均値に合わ
せて画面右上のバーグラフが変化し、平均値が低
下すると当社イメージキャラクタの表情も変化す
るなど、現在の発電状況を視覚的に確認できる。
（2）故障・異常等の運転状態と履歴の表示
トップページ下方の空欄内に、受変電設備や

PCSで発生した最新の警報情報が表示される。
図4の「運転状態」画面では、PCSの運転・停止
等の状態表示と、故障・警報履歴を閲覧できる。過
去のイベントを検索する機能もある。
（3）計測データのトレンドグラフ表示
図5に計測データのトレンドグラフの表示画面

を示す。データのサンプリングとして、1分、30
分、1日、1月単位を選択可能であり、1つのグラ
フに4種類の計測データを同時に表示することが
できる。特徴的な機能として、異なる日のデータ
を同じグラフ上に表示することが可能である。縦
軸のスケールを計測データ毎に設定することが可
能であり、過去データの分析には非常に有用な機
能である。
（4）日報・月報表示とCSVデータのダウンロード
日報、週報、月報、年報のデータを表示し、CSV

形式でダウンロードすることができる。より詳細
にデータを分析する際や、使用者がデータから報
告書を作成する際に便利である。なお、本システ
ムのデータ保存期間を20年間とした。これは、
固定価格買取制度の調達期間が20年間であるこ
とと、太陽電池の長期劣化を検出する機能を搭載
しているためである。
（5）故障・異常発生時のメール発信
故障・異常が発生した際に、指定したメールアド
レスへメールを送信する機能を搭載している。常
時監視画面を閲覧していない状態でも、すぐに警
報情報を受け取ることができるため、早期の対応
に有効な機能である。

3．4 他社システムとの比較
本システムと一般的な遠隔監視システムとの比
較を表3に示す。中継用PCが不要な点や、データ
保存期間が20年間を標準としている点、また、独
自の故障・劣化診断機能を搭載している点などが
優位である。PCSの最大接続台数が4台である点
は、データ収集装置とPCS間の通信速度による制
限であるが、要望によって台数の追加が可能である。
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図3 監視画面トップページ 図5 トレンドグラフ表示画面

図4 運転状態表示画面

比較他社の一般的な製品本システム項 目

◎中継用PCが必須
な場合が大半

中継用PCレスの
ため保守が容易設備保守

－最短１分間隔平均
値を記録

最短１分間隔の瞬
時値を記録データ計測

◎
最短記録データは
2～3年間保存
古いデータから消去

最短記録データを
20年間

データ保存
期間

△PCSを10台前後PCSは4台まで
接続箱は20程度

機器
接続台数

◎電流や電力値の相
互評価

％電力量、動作電
圧、動作電流の推
移から絶対値評価

故障・劣化
診断

◎
受変電設備、PCS
（接続箱やストリン
グはオプション）

受変電設備、PCS、
接続箱監視対象

表3 他社製品との比較
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4．1 テスト概要
フィールドテスト先として、エコソリューショ

ン部の発電事業用PV設備（表4の4ケ所）に本シ
ステムを導入し、各サイトの状態監視・発電量監
視・％電力量による劣化故障診断アルゴリズムの
検証を行った。表内の①～④はモジュールメーカ
の違いを表している。

4．2 劣化故障模擬実験の検証結果
本アルゴリズムの検証として、1ストリング断
線を模擬した出力低下を検出できるかどうかを確
認した。瀬戸営業所の接続箱1－1のうち1スト
リングの断路器を遮断した場合の水平面日射強度
と各接続箱の％電力量の30分毎平均値の変化を
図6に示す。7/24の16：00頃に断路器を遮断
し、3日後の7/28に「％電力量異常」を検出し
た。本システムは現在も営業所にて稼働している。

現状の課題として、大規模発電設備への対応と
故障・劣化診断アルゴリズムの改良が挙げられる。

PCSを4台以上設置する発電所を監視するには、
データ収集装置とPCS間の通信速度を上げる必
要がある。また、接続箱の台数に合わせ監視画面
も改良する必要がある。アルゴリズムの改良では、
ストリング断線よりも小規模な故障や出力低下を早
期に検出できる高精度なアルゴリズムを開発する。

今後は利用者の使い勝手やさらなる異常検出精
度の向上を図り、本システムの実用化へ向けた開
発を進める。また、本システムの提案で、PV設備
の建設やメンテナンスの受注拡大を図り、当社
PV事業へ大きく貢献できるよう研究を進めたい。

【謝辞】
本研究は、学校法人名城大学、株式会社シーエス
デーとの共同研究によって得られた成果である。
この場をお借りして深く感謝の意を表する。

【参考文献】
［1］加藤和彦：「太陽光発電システムの不具合事

例ファイル－PVRessQ！からの現地調査
報告－」 日刊工業新聞社、2010.07発行

［2］吉富政宣：「太陽光発電システムの構造設計
とヒューマンファクター」 太陽エネルギー、
Vol.40 No.2 220号、（2014）

［3］真田英和、山中三四郎、西戸雄輝、小林 浩：
「％電力量と発電電力量の相関性に関する一
考察」 太陽／風力エネルギー講演論文集、
77、（2013）

以 上

4 フィールドテスト
劣
化
・
故
障
診
断
機
能
を
搭
載
し
た
太
陽
光
発
電
設
備
用
遠
隔
監
視
シ
ス
テ
ム
の
開
発

5 今後の課題

表4 フィールドテスト先PV設備一覧
津鈴鹿三河東瀬戸サイト名

2014.062014.052014.042014.01導入時期
100100100100100100定格出力[kW]PCS

④245④245④245③245②245①245モジュール
定格出力[W]

太
陽
電
池

392392462378378392枚数

96.096.0113.292.692.696.0アレイ
定格出力[kW]

141414141414ストリング
直列数

２-１：１４
２-２：１４

１-１：１４
１-２：１４

１-１：１２
１-２：１１
１-３：１０

１-１：１５
１-２：１２

２-１：１４
２-２：１３

１-１：１３
１-２：１５

接続箱No：
ストリング並列数

223222集電数（接続箱数）

図6 ストリング断線模擬実験時の計測データ

6 おわりに
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配電部門では、お客さまを停電させずに工事箇
所の高圧線のみ停電させる工法として、高圧バイ
パスケーブル（以下、ケーブルという）で迂回ルー
トを設け、高圧線に流れる電流をケーブルに切り
替える「高圧仮送電工法」により工事を行ってい
る。（図1）
ケーブルは、一般的に絶縁体に架橋ポリエチレ

ンを用いた耐張力のあるCVケーブルを使用する
が、当社では、仮設開閉器と高圧線との接続には絶
縁体にエチレンプロピレンゴムを用いた柔軟性が
あり扱いやすいPNケーブルを使用している。
（写真1）現在、このPNケーブルの不良が多く、不
良ケーブル削減を目的に新たな工具を開発するこ
ととした。

不良ケーブルの解体調査を行った結果、高圧線
へ接続する端子側から5～6mの位置で遮蔽層※1

の乱れが大きく損傷が著しいことがわかった。こ
の箇所はケーブルを吊り上げる位置とほぼ一致し
ており、ケーブルを吊り上げる際、端末部・ケーブ
ルの重量により大きな曲げ応力が加わり、過度な

屈曲※2（曲げ直径180mm）を繰り返し行うこと
で遮蔽層の損傷を早めていると想定される。（写
真2、写真3）

※１ ケーブルは導体、絶縁体、遮蔽層、シースで
構成（図2）され、遮蔽層は絶縁体表面に集積
された電荷を大地に流す役割を果たしている。
このため、人や物が触れても安全であるが、遮
蔽層が損傷した状態でケーブルを使用し続け
ると遮蔽層の電圧に偏りが生じ、静電遮蔽の
状態が崩れてしまう。

※２ 38mm2ケ ー ブルの許容曲げ直径は
300mm（ケーブルを固定して長時間にわ
たって特性が保証できる値）とされているが、
現状の工具、工法ではこの値を確保しながら

1 はじめに

2 現状

切 切
停電エリア

電気の流れ

本体工事

図1 高圧仮送電工法イメージ

CVケーブル

高圧線

PNケーブル

仮設開閉器

写真１ ケーブル布設状況

180㎜180㎜180㎜

吊り上げ準備 吊上げ時
写真2 ケーブル吊上げ状況

ケーブルクランプ ケーブルクランプによる支持
写真3 電柱へのケーブル支持状況

導体 遮蔽層

絶縁体 シース

図2 ケーブルの構造
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吊り上げ、電柱・腕金等に支持することが困難
である。

半径95mm（直径190mm）の治具と半径
175mm（直径350mm）の治具による屈曲試験
装置にて、ケーブルの曲げによる遮蔽層への影響
を確認した。（写真4、図3）
屈曲試験10万回実施後に、解体調査を行った
結果、遮蔽層の断線数は、半径95mmの場合
36.9％であったが、半径175mmの場合は、遮蔽
層の乱れはなく、断線数は0％であった。（表1）
このことから、ケーブル不良は、ケーブルの曲げ
半径により大きく左右されることがわかった。

（1）許容曲げ直径の確保
ケーブルの許容曲げ直径を確保しながらケーブ
ルの吊り上げおよび電柱への仮支持ができること。

（2）作業性の確保
現行工法より作業効率が低下しないこと。

5．1 試作品の作製
R型の金具（試作品①）にケーブルを乗せて吊
り上げる方法（写真5）とケ―ブルにステンレス
素材のグリップ（試作品②）を巻付けナイロンス
リングで吊り上げる方法（写真6）を検討した。
試作品①は確実に許容曲げ直径確保ができるが、
工具自体が大きく取扱いづらいため作業効率が低
下する。試作品②はケーブルに巻付ける作業に時
間を要するが、材料自体が安価であり工具改善に
よる作業効率向上も期待できることから、試作品
②をベースとして改良検討することとした。

5．2 試作品の改良
（1）グリップ巻付け数の削減
試作品②は、素線の径をφ5mm、全長を
790mmとし、ケーブルに10回巻付け吊り上げ
ることで許容曲げ直径を確保する構造としていた
が、ケーブルへの巻付けに時間がかかってしまう。
巻付け数を削減しグリップの全長を短くするとグ
リップの両端部で屈曲してしまい、許容曲げ直径
が確保できない。（写真7）このため直線のグリッ
プではなく両端を少し曲げた形状としたが、素線

配電本部 配電統括部
技術グループ

／二之夕 弘

3 ケーブルへの影響確認

175㎜175㎜175㎜

写真4 屈曲試験装置（写真は半径175mm）

（1）解体調査箇所の抽出 （2）遮蔽層断線状況の確認

シース

屈曲部分

屈曲試験サンプル

R＝175

遮蔽層

図3 屈曲試験

表1 屈曲試験結果

半径175mm半径95mm

0/168本
（0％）

62/168本
（36.9％）遮蔽層断線数

4 開発の方向性

5 開発概要

790㎜790㎜

素線の径：5㎜素線の径：5㎜

790㎜

素線の径：5㎜

410㎜410㎜410㎜

外観 吊上げ状況
写真6 試作品②

365㎜365㎜365㎜

外観 吊上げ状況
写真5 試作品①
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の径がφ5mmのままでは、ケーブルの重さで曲
がり過ぎてしまうためφ6mmと太くし、ケーブ
ル吊り上げ時に加わる自重で半円（曲げ直径は余
裕を見て約450mm）となる構造とした。（写真
8）グリップの幅は500mm、ケーブルへの巻付け
回数は5回となり作業時間が半減した。
また、中央部にすき間を設けフックを掛けるこ

とができる構造としたことで、ナイロンスリング
を使用せず吊上げが可能となった。この状態で電
柱、腕金等への支持ができないか吊り上げ部の改
良を検討することとした。

（2）吊り上げ部の改良
高所作業車のウインチフックを掛けるための吊

り上げ用ナスカンフックと電柱・腕金等に支持す
るための固定用ロープを取付けるため、グリップ
の中央部に金具を取り付けた。（写真9）
従来はケーブルにナイロンスリングを取付けて

吊り上げ、ケーブルクランプで電柱、腕金等に支持
していたが、ケーブル巻付ハンガを使用すること
でこれらの作業が一つの工程で可能となった。
（写真10）
保持力は従来使用していたケーブルクランプと

同じ性能（表1）を有し、左右にずれない仕様とし
ているが、吊り上げた状態でもケーブル巻付けハ
ンガを仮に外し、ケーブル取付け位置をずらすこ
とも可能である。
また、スイベル（2つの接続点が互いに自由に回
転できるようにした接続部品）（写真9）を用いる
ことでケーブル3本を同時に吊上げた状態でも容
易にケーブルの向きを変えることができる。

5．3 試行実施による改良
試行的に現場で使用した結果、吊上げ時に固定
用ロープが邪魔になることから吊り上げ用ナスカ
ンフックとは別に固定用のナスカンフックを設け
ることとした。固定用ロープの代わりにナイロンス
リングを電柱に巻付け固定用ナスカンフックを掛
ける仕様へ変更したことで作業性が向上し、材料
単価の削減にもつながった。（写真11、写真12）

写真7 試作品の改良①

ケ
ー
ブ
ル
巻
付
ハ
ン
ガ
の
開
発

400㎜400㎜400㎜

450㎜450㎜450㎜

500㎜500㎜500㎜

吊上げ状況外観

素線の径：6㎜素線の径：6㎜素線の径：6㎜

写真8 試作品の改良②

吊上げ用吊上げ用
ナスカンフックナスカンフック

固定用ロープ固定用ロープ

スイベルスイベル

吊上げ用
ナスカンフック

固定用ロープ

スイベル

吊上げ状況外観

表2 性能試験結果
性 能項 目

245Ｎ（25kgf）１分間保持し滑り
および変形のないこと掌握力

490Ｎ（50kgf）1分間保持し変形
のないこと引張荷重

写真9 試作品の改良③

写真10 ケーブルを電柱に支持した状態
現行工法 新工法
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現行工法と比較し以下の点において効果がある
ことを確認した。
①電柱・腕金等への支持
ケーブル巻付ハンガを使用することで電柱・

腕金等への支持および撤収にかかる作業時間が
短縮した。（表3）

②工具の着脱
ケーブルクランプは使用の都度、ケーブルへ

の取付け・取外しを行っていた。ケーブル巻付
ハンガはケーブルクランプと比較し取付け・取
外しに時間がかかる（表4）もののケーブルへ
取付けたまま収納袋へ収納してもケーブルを傷
つけることがない。（写真13）作業ごとにケー
ブルへの取付け・取外しを行う必要がないため
電柱への支持、電柱からの撤収を含めた作業時
間が短縮できる。（表5）

③価格および重量
ケーブル巻付ハンガはケーブルクランプと比
較し安価であり、また、重量が軽く取扱い易い。
（表6）

平成25年度、全営業所に導入し、ケーブル吊上
げ時に使用している。作業性向上とケーブルにか
かる負担が軽減され、不良ケーブル数が平成24
年度と比較し11％削減した。さらに今後も不良
ケーブル数が減少すると想定され、不良ケーブル
実績から効果を確認していく。
今後も、魅力ある作業環境作りを目指し、作業者
の負担軽減、安全・品質の確保、生産性向上に繋が
る技術開発を進めていきたい。

7 おわりに

ケ
ー
ブ
ル
巻
付
ハ
ン
ガ
の
開
発

吊上げ用吊上げ用 固定用固定用吊上げ用 固定用

写真11 試作品の改良④ 写真13 ケーブル収納状況

表４ 工具取付け・取外し時間

差開発品現行品項 目

4秒48秒44秒工具取付け

4秒42秒38秒工具取外し

8秒1分30秒1分22秒合 計

※ケーブル3本にかかる時間

表５ 工具取付け・取外しを省略した場合の作業時間

差開発品現行品項 目

▲44秒ー44秒工具取付け

▲8秒1分15秒1分23秒電柱への支持

▲11秒55秒1分06秒電柱からの撤収

▲38秒ー38秒工具取外し

▲1分41秒2分10秒3分51秒合 計

表6 1本あたりの価格および重量の比較

差開発品現行品項 目

▲58％42％100％価 格

▲1.0kg0.7kg1.7kg重 量

※価格はケーブルクランプを100％としたときの比較

吊上げ状況 ケーブル巻付ハンガによる支持
写真12 使用状況

6 開発の効果

表3 作業時間

差開発品現行品項 目

▲8秒1分15秒1分23秒電柱への支持

▲11秒55秒1分06秒電柱からの撤収

▲19秒2分10秒2分29秒合 計

※ケーブル3本を電柱へ支持および撤収にかかる時間
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げっ歯類被害対策用通信ケーブルプロテクタの評価
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近年、中部電力㈱殿および中部テレコミュニ
ケーション㈱（以下CTC）殿の光ファイバケーブ
ルにおいて、リスなどの「げっ歯類」による咬害が
増加してきている。咬害とは写真1、写真2に示
すようにケーブルの被覆がかじりとられるもので、
これにより通信障害などが発生する。
障害が発生すると即座に対応が必要となるが、

その場所の特定が困難であることに加えその復旧
に多大の費用と労力がかかる。
このため、平成25年度に、2社と共同で「ステ

ンレスケーブルプロテクタ＊1（以下プロテクタ）」
による対策について、試行、評価を実施した。プロ
テクタは、ステンレス製で「げっ歯類」でも歯が立
たず、また、スパイラル構造のため容易に既存ケー
ブルに巻きつけることができる。

（1）想定される動物
台湾リス、ムササビ、モモンガ など

（2）被害地域
岐阜県（美濃加茂、関、恵那、中津川、高山、

郡上、白川）（図1）
愛知県（足助、設楽）
静岡県（浜松、大井川） など

図1に岐阜県におけるCTC殿の被害箇所を示す。

（3）被害地区の状況
写真3に示すように、この地点では下方に施
設されている光ファイバケーブル3条のすべて
が全径間に被害を受けている。上方の高圧線は
被害を受けていない。

1 はじめに 2 被害状況

岐阜県

被害を受けた
光ファイバーケーブル

写真2（同）

線下の道路に
落ちていた破片

写真1（光ファイバケーブルの被害状況）
（直径11mm、材質：ポリエチレン）

図1 CTC殿の被害箇所

写真2（同） 写真3
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今回、表1に示すプロテクタを教育センターにお
いて試験施工し（写真4）施工性の検証を行った。
当初のメーカ提案工法（他電気通信事業者で採
用）は、ケーブルに全径間巻付けるものであったが、
下記の4点の理由から、当社では電柱際および樹木
接触箇所と、その前後を吊線と一括で2m程度を巻
付ける工法を提案し、検証の結果採用に至った。
①材料費および、ハンガー再取付の費用が多く
かかりお客さまの負担が大きくなる。

②道路横断などで施工が困
難な箇所がある。

③電柱際等で咬めなければ、
リス等はあきらめると考
えられる。

④吊線と一括して巻くこと
で、動物が渡って行けない
可能性が大きい。

CTC殿の工事において当社が施工した対策箇
所とその効果を表2に示す。
表に示すように7番を除き全対策箇所で被害を
無くすことができた。7番については対策を施し
た箇所に隣接する径間での新たな被害発生であっ
た。このことから、対策は被害箇所から3～5径
間程度多めに実施することが望ましいと考える。

今回の対策で、新たな工法を提案し良好な結果
が得られたことから、メーカと代理店契約を結んだ。
現状では、被害を与えている動物が限定できな
いことから、その生態に合わせた最も有効な対策
を判断しかねるケースもある。このため今後もさ
まざまな情報、知見を収集、整理してさらに有効な
対策の立案、提案を進めていく。
＊1「ステンレスケーブルプロテクタ」

製造メーカ 協栄線材株式会社
以 上

3 対策の検証

長野支店
情報通信グループ

／宮沢 正明

情報通信本部
ネットワークエンジニアリング部
技術グループ

／井上 雅司

4 対策の実施箇所と効果
歯が
たたない！！

採用状況工法※

の種類
摘要ケー
ブル径

製品の
種類

今回はスラッグ部分に使用個別～12mmタイプ
A

中部電力採用工法一括〃〃

CTC採用工法一括～35mmタイプ
B

ドロップケーブル用のため
未採用－～7mmタイプ

S

表1 プロテクタの種類

※工法の説明
個別：ハンガーを外し、ケーブルに巻付け、再度ハンガー掛け。
一括：ハンガーを外し、吊線とケーブルをまとめて巻付け。

TYPE-A-2
スラッグ部

TYPE-B 吊線一括

TYPE-A 吊線一括

TYPE-A ケーブル単体

写真4 教育センターでの試験

施工箇所

写真5 現地施工状況
（一番手前のケーブル2m程度施工）

5 おわりに

被害状況
径間数地 域 名番号

対策後対策前

なしあり6加茂郡八百津町1

なしあり10加茂郡八百津町2

なしあり5加茂郡白川町3

なしあり2関市下の保4

なしあり8恵那市明智町5

なしあり9恵那市明智町6

ありあり10中津川市阿木7

なしあり2中津川市阿木8

表2 対策実施個所
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地中通信ケーブル用エアシールの評価
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中部電力㈱殿の通信部門および中部テレコミュ
ニケーション㈱殿では、マンホールなどに施設さ
れている地中通信ケーブルの防水装置として、防
水金物、または発泡シーラを用いている。しかし、
これらには下記の問題点があるため、現場作業で
苦慮している。
①防水金物：価格が高い（発泡シーラに比べ）。
施工に技術が必要。施工時間が掛かる。

②発泡シーラ：取り外しが難儀（ケーブルを損
傷させる恐れがある）。流水がある箇所では
止水できない。

今回、他電力で使用されている「エアシール」＊1

について、中部電力㈱緑電力センター殿、同四日市
電力センター殿のご協力を得て施工性、性能の評
価を行ったので、その結果について報告する。

2．1 製品の構成
製品は、写真1に記載した部品とガス注入器で

構成される。

2．2 構造、取付け方法
（1）本体チューブは、アルミニウムにポリエチレ
ンをラミネートしたものであり、上部右に出て
いるビニール管に、ガス注入器を用いてガスシ
リンダー内の二酸化炭素ガスを注入後、ビニー
ル管を引き抜くことにより、本体の密閉弁が閉
じる構造となっている。

（2）本体、スペーサゴム、サポートゴムに用いられ
るゴム（黒い物体）は、イソブチルゴムであり適
度な粘着性を持っているため止水効果がある。

（3）スペーサゴムは、複数のケーブルが収容され
ている場合にケーブルの間に挿むもので、サ
ポートゴムはケーブルが小径の場合にケーブル
に巻付けるものである。

（4）潤滑剤は、ゴムに塗布し粘着性を一時的にな
くすことで、装着作業を容易にするものである。

1 はじめに

2 製品の概要

写真1 部品構成およびガス注入器

A

写真2 完成後見本

写真3 完成後見本（A視点）

本体チューブ①
スペーサゴム②
ガス注入器③
ガスシリンダー④
潤滑剤5
サポートゴム6
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（5）写真2、3に、完成後の見本を示す。
以下の事項を評価した。

3．1 施工性評価
（1）机上評価
当社別館および四日市電力センターで、125
φKP管（軽量鋼管）と125φPFP管、同エンドベ
ルの3タイプで施工性評価を机上実施した。
（2）現場評価
緑電力センター、四日市電力センターの配電お
よび送電マンホール、計25箇所（125φ×3箇所、
150φ×22箇所）で評価を実施した。
（3）評価結果
上記の施工を実施した4社の作業員28名に聞
取りを実施した結果、簡単に、短時間で、流水のあ
る箇所でも確実に止水できたとの高い評価が得ら
れた。
施工状況の例を写真4、5に示す。
施工前（写真4）は、発泡シーラが破損し漏水が
見られるが、施工後（写真5）では完全に止水でき
ている。
しかし、下記の意見もあったため、今後、メーカ
と改良を検討する。
・エンドベルの奥の作業はしづらい
・5条以上はスペーサが入れにくい
・注入器およびエアシールのチューブが短い
・シリコンが塗りにくい

3．2 性能評価
寿命、環境耐性について、当初は下記の事項を評
価する予定であったが、本製品が東京電力㈱殿、東
北電力㈱殿で十数年前から多数使用されており、
下記（1）、（2）に起因する問題が発生していな
いことから検討を見送った。
（1）材料性能の机上評価

材料の物理、化学特性についての机上評価
（2）製品性能の試験評価

引張、圧縮強度、耐水圧、化学物質に対する
耐性試験

今回の検証結果により、中部電力㈱殿の施工に
ついて、平成26年度より本工法の承認を受ける
よう調整中である。また、作業員の方から施工に
関して貴重なご意見をいただいており、今後メー
カと改善につなげていきたい。
承認後は中部電力通信技術研究会を通じ、中部
電力㈱施工会社へＰＲを実施するとともに、他の
お客さまへのＰＲも実施して行きたい。
最後に、中部電力㈱殿の多大なご協力をいただ
いたことに感謝する。
＊1「エアシール」 製造メーカ

株式会社 土井製作所
以 上

3 製品の評価

三重支店
情報通信グループ

／林崎 真也

情報通信本部
ネットワークエンジニアリング部
伝送システムグループ

／岡本 慎也

情報通信本部
ネットワークエンジニアリング部
技術グループ

／井上 雅司

4 おわりに

写真4 施工前 写真5 施工後
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送電線建設の際には、電波法で規定される
890MHz以上の重要無線通信回線をはじめとす
る極超短波帯固定無線などの伝搬路を調査し、送
電線が通信障害を発生させないことを事前に確認
している。
今回、地形図データ＊1とソフトウェア（カシミー
ル3D＊2）、およびエクセルを用いて、伝搬路の位置
（平面、見通し）を自動作成し、送電線建設による
障害の有無について判定を容易にする「電波伝搬
路調査ツール」を開発したので報告する。

電気通信事業者をはじめとする無線設備の免許
人から、電波伝搬路の回線情報（回線名称、局名、塔
高、標高、周波数、距離、空中線径など）を収集し、下
記の資料を作成する。
①電波伝搬路調査先一覧表
調査した免許人のリスト

②電波伝搬路設備調書
免許人から回答された回線情報（図1参照）

③電波伝搬路一覧表
電波伝搬路設備調書の回線情報を一覧表に

まとめたもの
④調査判定結果
障害の発生有無、クリアランス（離隔距離）

の判定結果（見通し図）

電波伝搬路の見通し図をエクセルにより作成し、
地上からの伝搬路高を計算して、計画建設物が無

線通信の障害原因となるかの判定を行うものであ
り、以下の機能がある。
①伝搬路指定回線経路図の作成
1/25,000の地図中に調査した「回線情
報」をもとに、免許人などを伝搬路ごとに任意
に色分けして表示する。
②伝搬障害の判定
地上からの必要クリアランスを任意に指定
することで、障害の有無を自動判定し、その結
果を色分けして表示する。
また、平面での位置関係判定は5m間隔で
行えるため、エクセル上で送信局からの距離、
緯度経度、地上高、伝搬路高などが詳細に確認
できる。

③見通し図の作成
エクセル上で、電気通信局審査要領に基づ
いたクリアランス算定を行うとともに、地形
図データ（カシミール）を用いて立面での見
通し図を作成する。

1 はじめに

2 調査業務の内容

図1 回線情報の調査結果

3 電波伝搬路調査ツール

図2 経路地図

東海局

富士局

図3 見通し図（縦断図）
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図4は、総務省ホームページ「伝搬障害防止区域
図縦覧」から入手した重要無線通信指定回線の状
況であり、図5は、調査で入手した「回線情報」を
もとに本ツールで作成した伝搬路調査結果を示す。
比べてみると、図4の緑線の6回線が、図5の太
い赤線に該当しており、重要無線通信の申請がな
されていない回線や、その他の回線が多数施設さ
れているのがわかる。
なお、伝搬路障害の発生が予測される場合は次
のような対応が必要となる。
・建造物の工期を変更（延期）
・ 〃 位置、形状を変更
・迂回ルートの提供（補償）
今回開発したツールにより、これまで手作業で
行っていた本調査業務を大幅に効率化するととも
に、結果を電子データとして、視認性が高く、多様
に活用することが可能となる。

現在、本ツールによる調査業務を既に3件受託
しており、今後、建設される高層施設は送電線以外
にも、ビル、クレーン、橋梁、風力発電設備などます
ます増加することが考えられるため、送電線建設
をご計画中の方や地上31m以上の建築物を設計、
建設される方などに幅広くPRし、本ツールによ
る調査業務の受注拡大に繋げて行きたい。

＊1 国土地理院発行数値地図（1/25,000）および

50mメッシュ（標高）を使用。

＊2 カシミール3D：杉本智彦氏作成のフリーソフ

ト。「改訂新版カシミール3D入門編」実業之日

本社発行を使用。
以 上

用語の解説（総務省ホームページを要約）
重要無線通信とは、890MHz以上の周波数の
電波による特定の固定地点間の無線通信で、電気
通信、放送、気象、電気、鉄道などの事業、および自
治、治安の維持などに用いられるもの。

○建築主は、地上31mを超える建築物等が伝搬路
上に位置するかどうかの判断を、総務省が作成
している「伝搬障害防止区域」を表示した図面
で確認しなければならない。

○確認の結果、高層建築物等が伝搬路上に位置す
る場合は、あらかじめ総務大臣にその高層建築
物等の位置、高さ、形状等を届け出なければなら
ない。

○総務省で障害の判定を行った結果、障害原因と
ならないように工事計画の変更等を行った場合、
及び免許人との間に協議が整ったときを除き、
障害原因となる旨の通知を受けた日から2年間
は工事が実施できない。

4 調査業務の効果

情報通信本部
ネットワークエンジニアリング部
技術グループ

／井上 雅司

5 おわりに

凡例 重要無線通信 電波伝搬路中心線
重要無線通信 伝搬障害防止区域

図4 重要伝搬路の申請、指定回線の状況
（総務省hp伝搬障害防止区域縦覧より）

図5 電波伝搬路調査結果
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中・大規模建物に多く導入される中央式空調シ
ステムは、非蓄熱式および蓄熱式のシステムがあ
り、図1に示すように、熱源、ポンプ、エアハンドリ
ングユニット（AHU）、ファンコイルユニット
（FCU）等の機器で構成される。
中央式空調システムが導入されている事務所ビ
ルの用途別エネルギー消費量（図2）を見ると、空調
熱源の占める割合が高く、エネルギー有効利用の点
で熱源の効率的運用が重要であることがわかる。
空調設備の効率的運用を支援するシステムとし

て、近年、BEMS（ビルエネルギー管理システム）
の導入が増えている。BEMSは蓄積データの『見
える化』をはじめデータの分析機能を有している
が、これらのBEMS機能を使いこなして設備運用
状況の良否を判断することは経験豊富な専門技術
者でなければ難しい。このためBEMSを有効に
活用できない場合も多く、専門技術者を有する設
備関連会社による遠隔監視・運転管理サービスが
広がりつつある。
当社のお客さまサービス部でも、早い時期から

遠隔監視業務を請け負っている。専門技術者が毎
日、遠隔監視データによって設備運転状況を確認
することにより、設備の効率的運用を支援してい
るが、近年は監視点数の増加に伴い、作業負担の軽
減が課題となっている。
このような背景から、技術開発室では、お客さま

の空調熱源設備の効率的運用の支援、および当社
遠隔監視業務の効率化を目的として、遠隔監視
データを用いた空調熱源異常検知ツールの開発に
取り組んでいる。開発はお客さまサービス部と連
携して行うとともに、当社遠隔監視業務の主要顧
客である中部電力㈱との共同研究として実施した。
本稿では、開発中のツールを検証し、実用性が高

いことを確認した結果を報告する。

2．1 ツール概要
異 常 検 知 ツ ー ル は、汎 用 表 計 算 ソ フ ト

（MicrosoftEXCEL）上で動作するソフトウエ
アである。プログラムは毎朝定時に1回起動し、
物件情報と前日分の遠隔監視データを読み込み、
異常判定の演算処理を行い、異常判定結果および

各種グラフを出力する。図3に異常検知ツールの
構成を、表1にツールの入出力項目を示す。

1 はじめに

2 空調熱源異常検知ツール

図1 中央式空調システムの構成例

熱源

一次ポンプ

二次ポンプ二次ポンプ

FCU

AHU

FCU

AHU

一次ポンプ

熱源

蓄熱槽

（a）非蓄熱 （b）蓄熱

図3 異常検知ツールの構成

０％ 20％ 40％
給湯0.8％

その他
5.1％

60％ 80％

（一財）省エネルギーセンターHPデータより作成

100％

図2 事務所ビルのエネルギー消費の内訳



技
術
報
告

技
術
報
告

27

椅 為尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉

遠
隔
監
視
デ
ー
タ
を
用
い
た
空
調
熱
源
異
常
検
知
ツ
ー
ル
の
開
発

2．2 異常検知手法
異常判定は「評価項目」に応じた「評価データ」と

「評価基準値」を比較して行う。なお、異常検知ツー
ルの目的は、不具合兆候を早期に発見し、重大故障
やエネルギー浪費などに至る前に対策を取れるよう
にすることである。このため、本ツールでは見落としを
避けるために異常検知の感度を高めに設定している。
以下に異常検知手法を概説する。ツールに用い
た主要な「評価項目」、「評価データ」、「評価基準
値」を表2に示す。
（1）評価項目
「評価項目」は検知対象とする異常事象であり、
熱源やポンプの機器単体の性能低下や運転制御に
関する不具合など、当社の遠隔監視業務で収集し
ている計測項目に基づいて決定した。熱源最大能
力低下や効率（COP；成績係数）低下は、熱交換
器の汚れ、冷媒漏洩などによって生じるほか、圧縮
機故障の兆候として見られた事例もある。熱源や
ポンプの時間外運転は、消し忘れや調整時のスケ
ジュール設定ミスなどによって生じる。
（2）評価データ
「評価データ」は、各「評価項目」の異常を精度
良く検出するための計測値や演算値に基づく瞬時
値、日積算値、日平均値などの実績値である。
（3）評価基準値
「評価基準値」は、異常判定の際に「評価データ」
と比較する基準である。基本的には機器定格値や
設計値、制御の運用設定値などを用いる。
（4）評価指標値
「評価指標値」は、「評価データ」と「評価基準
値」を割合や偏差の形で表した値である。例えば、
熱源最大能力の「評価指標値」は、『能力達成率＝
熱源能力（実測値）／機器特性値』とした。
（5）異常判定値としきい値（図4参照）
「異常判定値」は、「評価指標値」から異常有無
を判定する際に使用する値である。「評価指標値」
が「異常判定値」で決められた異常範囲に達した
場合に異常とする。
「しきい値」は、異常の程度（正常範囲からの逸
脱程度）を示すためのものである。しきい値①と
②を設定し、異常の重要度を『高』、『中』、『低』の
3つのレベルに分けて結果を出力する。
なお、本ツールにおいて、「異常判定値」は物件
毎に調整するパラメータであるが、「しきい値」は
全物件共通で変更しないパラメータとした。

2．3 異常検知精度向上のための対応
本ツールにおいて異常検知精度を高めるために
用いた2つの方法を紹介する。
（1）熱源最大能力の評価基準値の選定
空冷ヒートポンプなどの熱源能力は正常時でも
外気温度や機器出口温度によって変化する特性が
ある。このため、熱源能力の「評価基準値」に定格
能力のような固定値を用いると、この特性による

技術開発室
研究開発グループ

／中井 一夫

表1 ツールの入出力項目

技術開発室
研究開発グループ

／成瀬 仁

内 容入出力項目
設備や異常判定に関わるデータ。
・遠隔監視データファイルの参照先
・熱源機、ポンプ等の仕様
・設備運転時間や制御設定の情報
・異常判定値、しきい値

物件情報

異常検知に利用する計測データファイル。
10分または60分間隔のＣＳＶファイル
とする。

遠隔監視データ

異常判定日の検知結果を出力。
異常が検知された評価項目に異常「有」と
異常内容等を表示する。

異常判定結果

異常判定日の代表的な評価データ、指標値
の経時変化データとグラフを出力。日別出力

１か月分の評価データ、指標値の日平均値
を蓄積し、経日変化グラフを出力。日平均

月別出力 評価項目毎に毎日の異常検知結果を蓄積
し、経日変化グラフを出力。異常履歴

主要な評価項目の月平均値を蓄積し、年別
の経月変化グラフを出力。月平均

年別出力 評価項目毎に異常検知発生回数の月積算
値を蓄積し、年別の経月変化グラフを出力。異常集計

評価基準値評価データ評価項目

機器特性値熱源能力熱源の最大能力の低下

機器特性値熱源ＣＯＰ熱源の効率（ＣＯＰ）
の低下

運用設定値熱源運転時間熱源の時間外運転

－熱源発停回数熱源の過剰な発停

運用設定値熱源出口水温熱源の出口水温の変動

シミュレート値冷却水出口水温冷却塔の能力の低下

－各運転時間熱源とポンプの不整合
運転

正常実績値流量に対する電力量ポンプの効率低下

運用設定値流量ポンプの流量過不足

運用設定値流量に対する運転台数ポンプの台数制御の
増減段不具合

－隣接槽間の温度勾配蓄熱制御の不具合

運用設定値始端槽・終端槽温度蓄熱・放熱の過不足

正常実績値夜間電力量夜間移行率の低下

表2 評価項目

↑しきい値①

↓異常判定値

↑しきい値②

図4 異常判定値としきい値
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変化を異常と判定する恐れがある。そこで、実際
の運転条件において本来発揮できる能力をメー
カーから得られる特性曲線から求め、これを『機器
特性値』として「評価基準値」に採用した。
（2）安定データの抽出による評価
熱源最大能力やCOPの「評価指標値」は、変動

が小さい時間帯のデータを『安定データ』として
抽出した上で算出している。熱源の起動・停止直
後の過渡的な変動を異常として検知しないために
導入した。
『安定データ』は、熱源の消費電力、熱出力、出口
水温について、『変動幅』と『安定継続時間』を
チェックして決定している。『変動幅』とはある時
刻とその前時刻とのデータの変動度合であり、
『変動幅』が許容以下となる継続時間が『安定継
続時間』である。
『変動幅』と『安定継続時間』は、事前に多くの
データを分析した上で適切な条件を決定した。熱
源正常運転時の『安定データ』の抽出有無による
外気温度とCOPの関係を図5に示すが、『安定
データ』を用いればバラツキが小さくなり、異常の
誤検知を低減できることがわかる。

3．1 遠隔監視データの適用
表3に示す7物件の過去の遠隔監視データを用

いて、異常検知ツールの検知精度を確認した。
「異常判定値」や「しきい値」の初期調整を行っ
た後、過去データをツールに適用して検証した結
果、既に確認されている不具合事象を異常として
適切に検知できることを確認した。異常検知の事
例を以下に紹介する。
（1）熱源圧縮機の故障（熱源能力低下）
物件Eの熱源は、2台内蔵している圧縮機のう

ち1台が2011年3月に故障した。3月17日を
ツールで実行すると熱源最大能力について重要度
『高』の異常が検知された。ツールの異常判定結
果の出力イメージを図6に示す。評価項目毎に異
常有無（有の場合のみ表示）、異常メッセージ、異常
内容、重要度等が示される。
図7はツールの「月別出力」における熱源能力

達成率の日平均値の推移（上段）と異常履歴（下
段）の一部である。上段図より、熱源能力達成率が
3月18日から「異常判定値」を下回っている。な

お、当社遠隔監視日報には3月19日に『電力低下』
が記録されている。下段図の熱源1（黄色囲み部）
によると、3月15日まで異常は発生しておらず、
16日に重要度『中』が、翌17日以降は重要度『高』
が継続して検知されている。
ツールは前日データを処理することから、最早
検知日は3月17日か18日となるが、人が確認す
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3 異常検知ツールの検証

（a）全データ （b）安定データ

図5 安定データ時間帯の抽出効果

表3 検証の対象物件

熱 源蓄熱槽延床面積
［m2］名 称

水冷チラー:１台、空冷ＨＰ:２台あり9,500物件Ａ
空冷ＨＰ:２台あり4,500物件Ｂ
空冷ＨＰ:１台、水冷チラー:１台あり9,800物件Ｃ
空冷ＨＰ:１台あり4,200物件Ｄ
空冷ＨＰ:１台あり3,600物件Ｅ
空冷ＨＰ:１台なし2,700物件Ｆ
空冷ＨＰ:２台なし2,700物件Ｇ

図7 熱源最大能力（物件E）

図6 異常判定結果（物件E）
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るよりも早期に検知できる可能性がある。
（2）熱源の冷媒漏洩（熱源能力・COP低下）
物件Dの熱源では、2010年1月から能力およ

びCOPの低下傾向が見られた。図8に2010年1
月と2月の「月別出力（日平均）」の熱源COP達
成率のグラフを示す。「異常判定値」64％以下に
対し重要度『高』の異常は5％の「しきい値」設
定（59％以下）としているため、重要度『低』と
『中』は1月中旬以降に検知され、重要度『高』は
2月下旬から検出された。この異常は前出の急激
に性能が低下する事例と異なり、熱源の冷媒漏洩
によって熱源能力と効率が徐々に低下したもので
あるが、適切に検知できると考える。
なお、この事象は4月に修理する頃にはCOP達
成率は50％程度まで低下していた。早期の異常
検知及び対応によってエネルギー浪費防止の可能
性を示す事例である。
（3）プレート熱交換器の汚れ（ポンプ流量低下）
物件Bの一次ポンプは定流量であるが、2011年
6月以前に流量低下の異常が重要度『高』で頻繁に
検出されていた。図9に2011年7月の「月別出力
（日平均）」の一次ポンプ流量の推移を示す。「異常
判定値」は熱源設計流量の240L/min、正常許容
範囲を±5%で設定しており、この範囲を逸脱した場
合に異常と判定する。流量低下の原因は使用してい
るプレート式熱交換器の汚れであったが、図中の7月
12日、15日にバルブ調整、ストレーナ清掃を実施
して若干の改善が見られた。このように異常検知
ツールの結果は改善効果の確認にも有効である。
（4）一次ポンプ連続運転（熱源と一次ポンプ不整合）
物件Eでは2014年2月末まで落水防止弁の故
障への対応として一次ポンプの24時間運転を
行っていた。図10に2月25日の熱源と一次ポン
プの電力の時間推移を示す。ツールでは熱源とポ
ンプの日積算運転時間を比較している。これによ
り重要度『高』の異常が毎日検知されており、早期
の故障修復を促す効果がある。

3．2 試行運用
平成25年10月より、当社お客さまサービス部

に検証用のパソコンを設置し、7物件（表2）を
対象とした異常検知ツールの試行運用を開始した。
プログラム不具合や専門技術者からの使い勝手
面での要望などに対して随時改良を施し、ツール
の完成度を高めている。

遠隔監視データを用いたツールの検証結果や試
行運用の結果から、「評価項目」に挙げた異常事象
を適切に検知できることが確認できた。
なお、異常検知精度は、次の2点を評価する必要
がある。
a）異常を適切に検知する
b）正常を異常と検知しない
本稿では、a）について検証した結果を中心に紹
介したが、b）についても重要度『高』で検知さ
れた事象をリストアップして、実際の異常有無を
確認した上で、誤検知を低減するように改良や調
整を行った。
これらにより、異常検知ツールの精度や使い勝
手は改善され、お客さまの空調熱源設備の効率的
運用の支援、および当社遠隔監視業務の効率化の
点で、実用性が高いものにできた。

異常検知ツールは、本稿で紹介した7物件に平
成26年度からは新たな6物件を追加して検証し
ている。ツール開発・調整は平成26年度で完了
させ、その後はお客さまサービス部で実運用する
予定である。また、開発ツールを当社の営業に活
用する方法も模索し、当社業務に広く貢献できる
ように展開したいと考えている。

4 異常検知ツールの評価

遠
隔
監
視
デ
ー
タ
を
用
い
た
空
調
熱
源
異
常
検
知
ツ
ー
ル
の
開
発

5 おわりに

図8 熱源COP達成率（物件D）

図10 熱源とポンプの運転時間（物件E）

図9 一次ポンプ流量（物件B）
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当該地区は、東京都の東部に位置し、昭和初期に
埋め立てが開始され、豊かな洲となるように「豊
洲」と命名された地区である。また、当該建物は
2002年にマスタープランが計画決定され、再開
発が進む豊洲街区全体の中央部に位置している。
当該建物は第一生命保険株式会社様を事業主と

するテナントビルであり、下記コンセプトが計画
段階から検討・提案・採用された建物である。ま
た、建物は最終的に「豊洲キュービックガーデン」
と命名された。
＜設計コンセプト＞
・豊かな大空間オフィス環境の構築
・都心近接湾岸エリアでのBCP性能を備えたオ
フィスの構築

・地球温暖化防止に向けた環境配慮型オフィス
の構築

当該建物の建設場所を図1に、建物外観を写真
1に、建物の断面構成図を図2に示す。また、建物
の概要を下記に記載する。なお、当社は電灯コン
セント・照明・弱電設備などの電気設備の施工を
担当した。

建物名称 豊洲キュービックガーデン
所 在 地 東京都江東区豊洲3－2－3
建 築 主 第一生命保険株式会社
主 用 途 事務所、飲食店舗、店舗
敷地面積 16,242.60m2

建築面積 9,015.10m2

延床面積 98,805.96m2

構 造 S造、一部SRC造
階 数 地下1階、地上14階、塔屋1階
建物高さ 74.96m
設計監理 清水建設株式会社
施工会社 建築 清水・前田・日本建設共同企業体

電気 ㈱関電工、㈱トーエネック
空調 高砂熱学工業㈱

日比谷総合設備㈱
衛生 須賀工業㈱、第一設備㈱

工 期 2009年1月19日
～2011年1月31日

電気設備の概要を下記に記載するが、紙面の都
合上、設計コンセプトに寄与する電気設備を中心
に報告する。

3．1 特高受変電設備
受電方式は22kV2回線受電（本線予備線方式）

1 はじめに

図1 豊洲キュービックガーデンの建設場所

2 建物の概要

写真1 外観写真

図2 断面構成図

3 電気設備の概要

豊洲キュービックガーデンの設計コンセプトとその検証
（一社）電気設備学会 第25回部門別学会賞 技術部門 施設奨励賞 受賞施設
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とし、2台ある10,000kVA特高変圧器は地階と
14階に分散された。なお、当該建物は免震構造
を採用しており、2階が免震層となっている。こ
れらは、設計コンセプトのひとつであるBCP信頼
性向上を目的としてのことである。地震等による
建物への被災や豪雨や津波による建物内への浸水
など、様々な被災が考えられる中、特高受電設備を
14階とインフラ階である地階に分散設置してリ
スク低減を図る手法を採用し、電源の安定供給と
機能維持が可能な設備としている。
図3に特高受変電設備の簡易単線結線図を、写

真2に10,000kVA特高変圧器を含む地階特高電
気室を示す。

3．2 非常用発電設備
保安負荷へ供給する防災用発電機設備（ガス
タービン発電機1500kVA×1台、地階）に加え、
事務室専有部の電灯コンセントの約50％を供給
する保安用発電機（ガスタービン発電機
2500kVA×3台、14階）を設けることで、大規
模災害における停電時のBCP対策を行っている。
燃料タンクについては、非常用発電機と保安用発
電機の共有として、100kℓ（72時間）の備蓄タ
ンクを設けている。

3．3 照明設備
当該建物の構造は、外周部からの自然光を採光
し、これを最大限に利用するため、きめ細かな昼光
制御を行っている。照明制御としては、オフィス
空間のベース照明（蛍光灯45W2灯用，写真3参
照）を用いた昼光利用制御・適正照度制御（図4
参照）を採用している。具体的には、照度センサを
天井面に設置し、昼光利用制御・初期照度補正制
御・設定照度調光制御を実施している。さらに、外
周部のブラインドも中央制御型電動ブラインドを
採用し、季節ごと・時間帯ごと・建物方位面ごとに
ブラインドのスラット角度を0°30°60°90°
に自動制御している。

東京本部 工事部
工事第二グループ

／矢吹 治久

写真2 特高受変電設備（地階）

図3 特高受変電設備の簡易単線結線図
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また、オフィスは75m×72mの大空間であり、
写真3のように壁面が少ないことから、照明の点
滅はスイッチに依存しない人感センサによる自動
点滅とし、日中の不在エリアは減光制御としてい
る。さらに、人感センサによる在・不在信号は空調
機器へも送られ、不在エリアのVAV（約100㎡
毎）の制御も行っている。
照明設備の一部として設置された照度センサと

人感センサは、設計コンセプトの「大空間オフィス
環境の構築」と「環境配慮型オフィスの構築」に
沿って検討・システム化され、採用された。
竣工後における当該照明設備のシステム化の効

果に関する検証結果を右記に示す。これは、照度
センサによる昼光利用と人感センサ利用による両
照明エネルギーの削減が、設計コンセプトの「地球
温暖化防止に向けた環境配慮型オフィスの構築」
にどの程度寄与するかを定量的に評価するための
ものである。

（1） 昼光利用等による照明エネルギーの削減効果
オフィス空間は外周3方位からの採光とセン

ターボイドからの採光がある。図5に示すように、
オフィス外周部から中心部に向けて5つのエリア
に分割した。各々のエリアごとの調光制御の有無
による照明エネルギー（電力量：kWh）の差を図
6と図7に示し、削減率の効果結果を表1に示す。
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写真3 大空間オフィス(75m×72m)の照明設備

インテリア側ベース照明
適正照度制御範囲
7.2m×7.2m

ペリメータ側ベース照明
昼光利用制御範囲
3.6m×7.2m

ペリメータダウンライト
昼光利用制御範囲

センターボイドダウンライト
昼光利用制御範囲

図4 昼光利用制御と適正照度制御（基準階）

表1 照明エネルギーの削減効果
削減率分割エリア名
78％ペリメータ1
22％ペリメータ2
18％ペリメータ3
11％インテリア
33％センターボイド
26％合 計

ペリメータ1
ペリメータ2
ペリメータ3
インテリア
センターボイド

図７ 自動調光時の照明エネルギー

図5 削減効果検証時のエリア分割

時刻

kW
h

時刻

kW
h

図6 調光率固定時の照明エネルギー
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この結果から、外周部に近づくに従い、昼光利用
による照明エネルギー削減効果が高いことがわか
る。また、フロア全体の削減効果は26％となり
「自然光を取り込んだ開放的なオフィス」として
のエネルギー削減効果を定量的に把握することが
できた。
（2） 人感センサによる照明エネルギー抑制効果
人感センサ自動点滅による照明エネルギー抑制
効果結果を図8示す。
通常の運用形態における抑制効果検証を実施し
たため、日中の在席率が高く、18時以降の残業も
多い業務形態であったことから、9時から18時
のコアタイムにおける人感センサによる照明電力
量の削減効果は1％程度であった。しかし、在席
率の低い18時以降と早朝においては、人感セン
サによる省エネ効果が大きくなり、一日平均では、
約8％の削減効果となった。
（3） 検証結果
（1）（2）の結果より、照度センサと人感センサ
を用いた照明制御による照明エネルギー削減効果
は、照明制御なしに比べ約34％の削減効果を確
認できた。

3．4 中央監視設備
基幹設備である特高受電設備・高圧変電設備や
熱源・空調などの中央監視機能は非免震階の1階
防災センターに設置されている。災害時の機能維
持という観点から、中央監視については冗長化を
図っている。1階防災センター内の中央監視サー
バ（1系）と14階通信機器室内の中央監視サーバ
（2系）に基幹設備の発停状態警報を2点出力す
ることで、万一防災センターが被災しても、2系
中央監視により基幹設備の監視制御ができるよう
に配慮している。

3．5 通信設備
当該建物への通信引込配管は別々に引き込み、
2面の道路から異ルート引き込みとすることで、
通信機能の信頼性向上を図っている（図9参照）。

設計コンセプトに従い、BCPとして電気設備の
機能維持を図るため、電源・通信機能等の維持を
図ることを最重要課題として取り組んだ。また、環
境配慮の面から、照明制御以外の様々な環境技術
も導入した結果として、建物全体としての一次エネ
ルギー削減率は初年度目標値35％削減に対し、実
績値50％削減（2012年度）という結果を得てい
る。これは、2011年3月11日の震災以降、設定
照度や設定温度の緩和などユーザーの節電意識の
高まりの影響もあり、当初の計画以上の省エネル
ギー効果を得たと考える。また、この大震災によ
る建物への影響は皆無であったことを追記する。
今回、2011年1月竣工物件を報告する理由は、
竣工後にエネルギー削減に関する検証・測定・分
析があったこと、および、電気設備学会の施設奨励
賞受賞の機会に恵まれたことによる。
本報告に際し、第一生命保険株式会社・清水建設
株式会社の関係者様をはじめとして、設計・工事・
検証に携わった方々から多くのご指導とご協力を
賜りましたことを、この誌面をお借りして御礼申
し上げます。また、本報告が今後の技術者の一助
になることを期待する。
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証4 おわりに

人感センサによる照明電力量推移

kW
h

図8 人感センサによるエネルギーの抑制効果

図9 通信引込の異ルート選択
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縦型両面発光導光板照明の採用について
（一社）照明学会 照明デザイン賞 最優秀賞 受賞施設
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株式会社電算様は、情報処理・通信サービス、ソ
フトウェア開発・システム提供サービスを業務と
する企業であり、株式会社電算新本社建設工事に
おいて、視野が遮られない開放的なオフィス空間
の実現と同時に感覚的な明るさ「明るさ感」の向
上及び省エネルギー化を目指し、今回縦型両面発
光導光板照明を採用した。
具体的には、従来の天井面で発光する照明とは

異なり、照度測定では測ることの出来ない「明るさ
感」を出す面発光の導光板照明を天井から垂直に
吊下げ、必要最小限の照度に設定することでタス
クアンドアンビエント照明を採用し省エネルギー
化を図ることを目指した。

タスク照明とは、オフィス作業での書類やパソ
コン画面など視対象物（タスク）を照らす照明の
ことであり、アンビエント照明とは、天井・壁・床
など作業者周辺（アンビエント）を照らす照明の
ことである。
従来の照明設備では、タスク照明とアンビエン

ト照明の機能を分けて考えず、天井に均一に配置
した照明器具によってタスク照明として必要な照
度を確保し、それによって得られる光でアンビエ
ント照明を兼ねている。
タスクアンドアンビエント照明とは、タスクと

アンビエントそれぞれの機能を有する照明設備を
分けて設置することで、アンビエントとして必要

な照度を確保した上に必要なところだけタスク照
明を点灯すればよい為、省エネルギー化が図れる。

導光板とは側面から入射した光を拡散させ、パ
ネル面に均一の光を出す特殊な板のことである。
（図2参照）
入射した光を拡散させる方法として、導光板に
塗料を塗る方法や導光板自体に溝を彫る方法があ
る。塗料を塗る場合には、導光板の片面に塗料を
塗る方法と両面に塗る方法がある。以上のように
多彩な方法で導光板自体は製作可能なのである。

導光板照明とは、導光板を用いてパネル面全体
を均一に発光させる照明のことである。
現在商品化されているものは、下面アクリルパ
ネルの照明器具やブラケットの照明器具などパネ

1 はじめに

4 導光板照明とは

2 タスクアンドアンビエント照明とは

3 導光板とは

図2 導光板の仕組み

図1 イメージ図
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ル面の片面だけを光らせるものがほとんどである
が、今回は天井からパネル面を垂直に吊下げる照
明器具ということで両面発光が求められた。
両面を均一に発光させ尚且つ省エネルギーを満
足するために、数社のサンプルを比較し、導光板自
体は片面ドットプリントのメーカーを採用するこ
ととした。

（1）モアレ（干渉縞）
モアレとは規則正しい模様を重ね合わせた時、

それらの周期のずれにより視覚的に発生する縞
模様のことである。
導光板照明は光を拡散する導光板のみではゴ

ミや傷により均一拡散出来なくなるので、導光
板を両サイドから保護アクリルで挟む構造と
なっている。初期段階では照明消灯時のパネル
の透明感にこだわり、保護アクリルを透過性の
高いものに設定していた。その結果、保護アク
リルに反射光が生じるのが原因で、モアレが生
じてしまった。
透過性を落とすとモアレは消えるが、透明感

や出力光束が落ちてしまうので、モアレが発生
せず透明感や出力光束を落とさない透過性を結
論付けるのに苦労した。

（2）パネル端部の処理
導光板は側面から入射した光を拡散させる仕

組みの為、拡散し切らなかった輝度の強い光が
光源の反対側のパネル端部から出てしまう。そ
のままでは照明を見上げた人がまぶしく感じて
しまうので遮光テープを貼ることとした。また、
導光板と保護アクリルは光の乱反射を防ぐ観点
から接着剤を使用しない。開き止めの為に透明
なテープを使用することとした。
現在この遮光テープ及び開き止めのテープを

貼る機械が存在しない。その為その工程を1つ

1つ熟練した職人が貼っていく。気泡が入った
だけで点灯すると気になる点として見えてしま
うので、工場での検査を全数厳しく行わせた。

（3）固定ボルト影
パネル面を垂直に設置することと約2mのパ
ネル長を考慮すると、導光板を光源と固定する
には光源より下にあるパネルに固定用のボルト
を通さざるを得ない為、ボルトの位置によって
はボルトの影がパネル面に表れてしまい均一発
光とならなかった。そこで、ボルトの位置を出
来るだけ光源に近付けたり、ボルトを光源の
LED間に配置したり、ボルトの箇所では光が拡
散せずに直進するようにパネルの塗料塗布開始
位置をボルトより下にしたり、ボルトの径を荷
重計算から出来るだけ細くしたり、試行錯誤を
繰り返しボルトの影を消すのに成功した。
（図3参照）

（4）色ムラ
LED素子は製作するロットにより微妙に色
温度が異なってしまうことがある。それがパネ
ル面へ発光されると色ムラとなり同色のパネル
面発光とならない。そこで、今回照明器具製作
に必要な数量を同一ロットで製作させ、尚且つ
同一色温度と判断される基準を厳しくチェック
させた。

長野支店 営業部
営業グループ

／會澤 達也

写真1 縦型両面発光導光板照明

5 機器製作時の問題点

図3 固定ボルト位置

写真2 光源（LED）
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（5）熱によるアクリルパネルの反り
LEDからの熱によりアクリルパネルが反っ

てしまい、隣り合う導光板との取付精度がく
るってしまうことが懸念された。アクリルメー
カーに長時間熱を加えることでどの程度反るか
実際に実験させ、製作誤差の範囲内という結論
になるまで精度を上げることが出来た。

（6）帯電防止
アクリルはそれ自体で帯電してしまい埃を引

き寄せてしまう。埃がパネル面に付いてしまう
と埃が明るく光ってしまいパネル面が均一に発
光しなくなる。しかも今回の導光板照明と天井
の隙間は天井リターンスリットとなっていた為、
執務スペースの空気が導光板の横を通り天井裏
へ流れる仕組みとなっていた。帯電防止スプ
レーにより帯電を除去することも考えられたが、
効果の持続期間や変色につながる可能性から、
アクリルを製作する過程で帯電防止材料を混ぜ
て帯電のし辛いアクリルを製作した。

（7）電源出力
今回の導光板照明用に電源ユニットを製作さ

せたが、電源メーカーが商品化を決定しており、
今回同形状で4種類の出力をラインナップした。
調光率に対してLED及び電源ユニットが、直線
的に光束を変化させてくれれば問題なかったが、
調光率の低いときに急激な光束の変化を生じさ
せる為、高出力の電源ユニットを選べば選ぶ程、
低出力時の調光制御が難しくなってしまった。
「明るさ感」を出すことで照度を下げ、消費エネ
ルギーを少なくすることを目指しているばかり
でなく、照明器具としては余力を残しながら低
出力の調光率での運用も目指していた。
現場内に先行ルーム（モックアップ）と称す

るスペースを建設し、実際の仕上りを施主及び
設計事務所に確認して頂き、そこで最高出力の
電源ユニットを取付けることとした。最高出力
の電源ユニットでは最高出力時の照度が出過ぎ
る面及び低調光率時の制御の難しさから実用に
向かないとの判断となった。そこで低出力の電
源ユニットに交換し実測データを取り検証した
かったが、納期の面から実現することが出来な
かった。結果的に、最高出力の電源ユニットの
実測データ値からどの電源ユニットが実用に適
しているか設計事務所と協議を重ね決定した。

（8）取付精度
導光板照明を4台1列とした配置となる為、隣
り合う照明器具との上下左右のずれが許されな
かった。アクリルパネル同士を下部で固定出来れ
ば楽だったのだが、固定するものが影となってし
まいアクリルパネル全面が発光する目的から外れ
てしまうという観点から、施工方法を検討する様
指示され、照明器具本体同士をボルトで固定し上
下左右のずれを少しでも解消することにした。
（写真3参照）

（1）搬入
照明器具1台が、全長約2m重量16kgと大き
い為、搬入及び現場内の移動に労力が掛かって
しまうことは目に見えていた。そこで、照明器
具10台単位で移動できる台車を製作すること
にした。尚且つ台車ごとクレーンで吊り揚げる
ことが出来るように台車の4隅にアイボルトを
取付けた。

（2）取付方法
先述した通りの大きさの為、1台あたり6本
の取付ボルトを必要とした。取付精度の問題か

縦
型
両
面
発
光
導
光
板
照
明
の
採
用
に
つ
い
て

6 施工時の問題点

写真4 搬入台車

写真3 器具間固定ボルト
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ら、天井下地に照明器具取付金物を乗せて施工
可能か重量計算を依頼し、「取付可能である」と
の返答がきたので、下地金物を乗せての施工方
法を採用した。
1台あたりの器具長が約2m，4台連結される

ので約8mからピンポイントに取付ボルトを下
ろす金物が必要となった訳だが、取付精度を考
慮すると、ある程度の強度を持った金物とする
方が良いと考えた。そこで、1本4mのレース
ウェイ（支持材として使用）を逆さに取付てど
こからでもボルトを下ろせるようにした。
（写真5参照）
また、今回の導光板照明は片面ドットプリン

トの為、両面を見比べると微妙に色が異なって
いた。ドットプリントの施された面を全て同じ
向きにしなければならなかった為、照明器具製
作時にメーカー名のステッカーを統一向きで端
に貼るよう指示した。施工時は、作業員にス
テッカーの向きを合わせるよう指示し、全ての
パネルの向きを合わせた。

既製品や既製品を元にした特注照明器具ではな
く、初めから製作の照明器具の為、試行錯誤に時間
が掛かってしまった。もう少し検討する時間があ
れば改善出来た点があったのかもしれないが、最
善を尽くせたと思っている。今まで実在しない照
明器具に顧客や設計事務所、関係者が驚いていた
のは言うまでもなかった。
感覚的な明るさ「明るさ感」だが、デスクに向か
い顔をあげると天井面全体が発光しているように
見える点や、近くからの光だけでなく遠くからの
光を感じることが出来る点、LED独特の輝度の高
い光ではなく直視できる光という点から「明るさ
感」のある照明設備が出来たように思う。実際、現
在の机上面照度を測定すると、顧客からの要望に
より350［lx］程度に設定しているが、タスク照明
を必要とせずに執務を行っている。
省エネルギー面については、設計当初は机上面
200［lx］で6［W/㎡］を目標としていたが、現在
は夜間でも350［lx］で6［W/㎡］となっている点
から、顧客が満足いく設備が出来たと思っている。
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7 おわりに

写真5 照明器具取付下地金物

写真7 点灯状況写真6 導光板照明器具取付状況
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技術開発室だより

技術開発委員会は、平成25年度に技術開発に関
する中長期ビジョンを作成し、当社の研究開発の
方向性を明らかにするとともに、中長期的に取り組
むテーマを示した。
平成26年度における技術開発室の研究開発

テーマは、25年度からの継続件名についてビジョ
ンで示された方向性との整合を確認し、省エネ分
野、環境分野のテーマ各1件を新たに加えた。
研究開発のテーマは、表1に示すように4つの技
術分野に分かれる。
「電力品質」は、進相コンデンサを活用し、需要家

と配電系統の電力品質の改善を図る装置の開発で
ある。「保守点検」では、太陽光発電設備の診断技術
を開発することに注力し、遠隔監視による診断シ
ステムの開発と現地で活用する診断技術の獲得を
目指している。
「省エネ」で、工場の生産設備に目を向けた省エ
ネ提案のための技術と、計測データをもとに空調
機器の性能低下を評価し、空調設備の更新提案に
結び付ける技術の獲得などである。
「環境」では、工場の排水に着目したテーマに取
り組んでいる。

表１ 平成26年度技術開発室研究開発テーマ

技術開発室の研究開発テーマ

（*） 「協調推進部署」情報交換を行ない、協力しながら研究を進める部署
「調整済み部署」研究開発の成果移転先部署
上記はいずれも技術開発室と相手部署で相互に確認し、研究開発計画書に記載している。

調整済み部署（*）協調推進部署（*）研究開発テーマ（目標とする成果）テーマ
の分野

商品販売センター－低コスト型自動力率調整装置（APFC）の開発電
力
品
質 商品販売センター－進相コンデンサを活用した電力品質改善に関する研究

商品販売センター－低圧電動機駆動時の固定子巻線短絡診断システムの開発

保
守
点
検

営業本部－アセットマネジメント手法を活用した電気設備の保守管理手
法に関する研究

エコソリューション部
お客さまサービス部エコソリューション部太陽光発電システムの劣化・故障診断に関する研究

お客さまサービス部エコソリューション部太陽光発電システムのオンサイト診断装置の開発

商品販売センター－対地静電容量測定装置の開発

商品販売センター－非接地電路用常時絶縁監視装置の開発

エコソリューション部－ダイカスト工場におけるエネルギー最適化手法構築に関する研究

省
エ
ネ

エコソリューション部－樹脂成形工場におけるエネルギー最適化ツールの開発

エコソリューション部エコソリューション部独自機能を備えたエネルギーマネジメントシステムの開発

空調管統括部空調管統括部ビル用マルチパッケージ型空調機の性能評価手法に関する研究

お客さまサービス部お客さまサービス部遠隔監視データを用いた空調異常検知システムの開発

お客さまサービス部お客さまサービス部コージェネレーション設備の最適運用改善計算ソフトの開発

－エコソリューション部生物学的排水処理システムの開発
環

境
－エコソリューション部排水系産業廃棄物の減容化技術の開発

－エコソリューション部排水処理設備の計測診断手法に関する調査
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技術開発室の現業支援業務
技術開発室では、研究開発業務だけではなく、技
術支援業務も行なっている。目的は、現業部署の技
術サポートと、お客さまの技術的信頼獲得である。
内容は、現業部署での提案・設計・施工・保守など
の実務で生じた技術的な課題の解決であり、具体
的な例は以下のとおりである。
・障害の原因調査と対策提案
漏電遮断器の不要動作、各種機器の動作不具合
などの各種障害に対する、計測などによる原因
調査、および対策の提案
・お客さまへの技術提案支援
エネルギー遠隔監視システム、TLDシステム、
MiELCASTなどの当社独自技術や、お客さまの
ニーズに応じた最適なシステムなどの提案
・技術計算を含む設計支援
高調波流出電流計算、蓄熱槽設計、各種シミュ
レーションなど高度な技術計算
・新技術・新製品の調査
LED照明器具の消費電力や電流波形の簡易実
験による評価、各種規程・技術文献などの調査
・技術関連アドバイス
電気設備や空調設備などに関わる技術的なアド
バイス
最近7年間の現業支援件数は図1のとおりであ

り、合計では234件の支援を行っている。また内
容は図2のとおりであり、平成25年度には技術関
連アドバイスの比率が増加した。
なお、これまでに行った技術支援から今後の参
考になると思われる事例を52～55頁に掲載した
ので、あわせてお読みいただきたい。

以 上

技術開発室
室 長

／近藤 俊作

図1 最近7年間の現業支援件数
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図2 最近7年間の現業支援内容

担当する研究員技術支援の項目

小林、高橋、山本、西戸、大島各種電気障害

高橋、眞玉橋エネルギー遠隔監視
システム

山本、西戸TLDシステム、DGR

水野、西村MiELCAST

小林、山本、西戸、藤田電気技術計算、電気法規

中井、千葉空調全般

小林、高橋、眞玉橋省エネ

西戸、井上太陽光発電

加藤、高石環境

表2 技術支援内容と担当する研究員

技術開発室
研究開発グループ

／小林 浩
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技術開発室を1985年に設立して以来、お客さ
ま設備における様々な課題を解決するための研究
開発や、当社の業務高度化に向けたツール群を開
発してきている。
開発した成果は現業部署へ技術移転を行い、提

案や設計施工において活用されている。現在活用
中である技術開発成果を下表に示す。これらの多
くは当社独自のものとして、同業他社との差別化に

よる競争力強化に役立つ。
昨年度に新しく策定した「全社技術開発中長期ビ

ジョン」を踏まえ、技術開発室ではこれからも積極
的に独自技術の展開を目指した研究開発を推進し、
一般工事の受注拡大に寄与するよう努力を続ける。
なお、設立からの技術開発成果の30年間の変遷
を年表にまとめたので一読されたい。

技術開発室だより（30年変遷）

現在活用中の技術開発成果

活用例活用部署内 容技術開発成果

提案営業営業部
「ノイズによる周辺機器の不具合」や「漏電遮断器の不
要動作」など、低圧電路において発生する様々な障害を解
決するトーエネック独自の低圧配電システム

TLDシステム

電
力
品
質

顧客トラブル対応営業部
既存の漏電遮断器のように電流の大きさではなく、電流
の変化量と方向を検出することにより、地絡事故が発生
した電路を確実に検出する、低圧用の地絡方向継電器

低圧電路用
地絡方向継電器

顧客トラブル対応営業部通常の（混触防止板付変圧器を使用していない）変圧器
を使用している既設の電路用のTLDシステム

既設対応型
TLDシステム

提案営業営業部TLDシステムの操作性の改善と、コストダウンを実現す
る1回路用ラインアップの追加

改良型TLDシステム
（1回路用）

提案営業エコソリューション部
お客さまサービス部

エネルギー使用状況の見える化を行い、省エネルギーへ
の一助を担うシステム

エネルギー遠隔
計測・監視システム

計
測
・
監
視
・
制
御

新規顧客開拓エコソリューション部

鋳造工場における日々の生産計画に基づき、各工程（溶解
と造型）のタイミングを合わせた最適な操業スケジュー
ルを自動作成し、リアルタイムに操業状況把握を可能と
するシステム

MiELCAST
（みえるキャスト）

新規顧客開拓エコソリューション部
食品工場や飲食店テナントなどから排出されるにおいを低
減・除去するための2種類の脱臭方法を組み合わせたハイ
ブリッド型脱臭システム

デオマイスター

提案営業エコソリューション部
空調管統括部

当社製エアーコンプレッサ台数制御システムに対する、
空圧設備の劣化診断を可能とする「吐出能力計測」と
「エア漏れ量計測」の2つの機能追加

エアーマイスター

提案営業エコソリューション部学校給食センターにおける作業環境を改善するとともに、
省エネルギーを実現した食器洗浄機システムEco－Vent ACA

提案営業内線統括部省エネ改修による費用対効果を簡易に試算するソフト
ウェア省エネナビ

業
務
支
援
ツ
ー
ル

提案営業・設計空調管統括部湿り空気線図上に温湿度計測データなどの値を表示する
ソフトウェア

空気線図への計測
データ表示ソフト

提案営業市場開発部住宅の消費エネルギー・光熱費を試算するソフトウェアホーム・ECO・ヘルパー

設計空調管統括部比較的簡単な入力で、音の専門知識を持たない担当者で
あっても、騒音検討が可能なソフトウェア騒音検討ソフト

設計内線統括部
既存幹線の電流測定データから、当該幹線の最大電流を
想定するとともに、追加して増設可能な負荷機器の容量
を算出するソフトウェア

幹線余裕度判定ソフト

提案営業空調管統括部
建物の空調負荷を簡易に想定し、その負荷に対して、様々
な空調システムにおけるエネルギー消費量を計算できる
ソフトウェア

空調年間負荷想定ソフト

注：技術開発成果の具体的な内容等、詳細をお知りになりたい方は、技術開発室技術企画Ｇ（担当高津）へお問い合わせください。
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技術開発室30年の変遷
西 暦
1985

（昭和60年）

1986

1987

1988

1989
（平成元年）

1990

1991

1992

1993

1994

1995

1996

1997

1998

1999

2000

2001

2002

2003

2004

2005

2006

2007

2008

2009

2010

2011

2012

2013

2014

2015

主な事柄 技術開発成果の変遷

技術開発室設置

TDレポート創刊

本店別館竣工

第1回全社技術研究発表会開催

教育センター教育棟竣工
FS研究所に名称変更

電気設備学会中部支部設立

技術開発室に名称変更
瀬戸フィールド試験場開設

全社技術パンフレット発刊
技術開発委員会設立

全社技術開発中長期ビジョン策定

電力品質 計測・監視・制御 業務支援ツール

ビル監視制御システム

マルチ蓄熱コントローラ

照度測定装置

TLDシステム（低圧配電システム）

低圧電路用地絡方向継電器

既設対応TLDシステム

TLDシステム（改良型、１回路用）

才高調くん（高調波流出電流計算
・対策支援ソフトウェア）

TOENEC-CFD
（熱流体シミュレーション）

空調設計用負荷計算ソフト
SUPER-LX（自動照度測定装置）

小型電力測定器（3168）
電力線通信電力計測システム

MiELCAST（みえるキャスト）
（鋳造工場向けエネルギー利用最適化システム）

ホーム・ECO・ヘルパー
（住宅のエネルギー消費量・光熱費試算ソフト）

高調先生（改良型、Windows版）

高調先生（連続多点同時計測システム）

水蓄熱槽最適容量設計ソフト
３次元照明シミュレーション

Eco-Vent ACA（省エネルギー洗浄システム）

エアーマイスター（エアーコンプレッサ
台数制御システム、独自機能追加）

デオマイスター（ハイブリッド型脱臭システム）

エネルギー遠隔計測システム

エネルギー遠隔監視システム

部分更新対応型ビル管理システム

省エネナビ（省エネ効果試算ソフト）

空気線図への計測データ表示ソフト

騒音検討ソフト

幹線余裕度判定ソフト

空調年間負荷想定ソフト

T-CASE（設計支援ソフト）

技術開発室
技術企画グループ

／高津 未央
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技術開発室が平成25年度に取り組んだ研究開発の成果報告会を、平成26年4月21日から23日の3日間
に渡り開催した。これまで参加された他部署の方々から「開発の意図や目的がよく理解できる」「自部署での
活用を考えるきっかけになる」とのご意見を得て、昨年の報告会から全社に開催を通知している。
今回は昨年の倍近い90名もの方が他部署から参加され、髙木常務は最終日の講評で「本質につながるシ

ビアな質問や応用に関わる意見があった。この報告会のように異なる知識を持つ人、現場を知る人と開発担
当者が話し合う機会は、課題解決や新しいアイデアのために有効で大切な機会だ」と述べた。
いただいたご意見やアドバイスは各研究員とも真摯に受け止め、今後の研究開発に活かしていく所存である。

研究テーマ報 告 者分 野

低コスト型自動力率調整装置（APFC）の開発小林 浩 研究主幹

Ⅰ.電力品質
・保守管理技術

進相コンデンサを活用した電力品質改善に関する研究藤田 悠 研究員

アセットマネジメント手法を活用した電気設備の保守管理手法に関する研究大島誠一郎 研究員

低圧電動機駆動時の固定子巻線短絡診断システムの開発中村 久栄 研究副主査

対地静電容量測定装置の開発山本 達也 研究副主査

非接地電路用常時絶縁監視装置の開発／TLDシステムの改良山本 達也 研究副主査

太陽光発電システムの劣化・故障診断に関する研究井上 泰宏 研究員

Ⅱ.省エネ技術

太陽光発電システムのオンサイト診断装置の開発西戸 雄輝 研究員

ダイカスト工場におけるエネルギー最適化手法構築に関する研究西村 叔介 研究員

ジャストインタイム生産方式への対応を目的としたMiELCASTの改良水野 誠 研究主査

生産プロセス改善による省エネ化・生産効率化に関する調査（射出成形機）古田 涼亮 研究員

生産プロセス改善による省エネ化・生産効率化に関する調査（鍛造設備）水野 誠 研究主査

独自機能を備えたエネルギーマネジメントシステムの開発高橋 和宏 研究主査

遠隔監視データを用いた空調異常検知システムの開発中井 一夫 研究主査

Ⅲ.環境技術

太陽熱エネルギー有効利用に関する技術調査千葉 理恵 研究副主査

工場における負荷設備に関する省エネ提案を実現する技術の調査眞玉橋剛志 研究副主査

工場における電化設備技術提案の効率化に関する調査仲道 真也 研究員

生物学的排水処理システムの開発髙石有希子 研究員

排水系産業廃棄物の減容化技術の開発加藤 勇治 研究副主査

研究件名と報告者

技術開発室成果報告会



技
術
開
発
室
だ
よ
り

技
術
開
発
室
だ
よ
り

43

椅 為尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉

「学」との交流
平成25年度 共同・委託研究報告会

報告会においでいただいた共同研究先の先生タイトル

名古屋工業大学 電気電子工学科
青木 睦 准教授進相コンデンサを用いた高圧配電系統の電圧不平衡解消に関する研究

岐阜大学 工学部 機械工学科
小林 信介 准教授旋回式クロスフローによる含油廃液処理への適用と応用検討

名城大学 理工学部 電気電子工学科
山中三四郎 教 授太陽光発電システムの出力低下・異常検出手法開発に関する研究

岐阜工業高等専門学校 環境都市工学科
角野 晴彦 准教授

阿南工業高等専門学校 建設システム工学科
川上 周司 助 教

酸素供給型DHS法における酸素供給条件の最適化

協力をいただく大学等技術開発室の研究開発件名
名城大学 理工学部 電気電子工学科

山中三四郎 教 授太陽光発電システムの出力低下・異常検出手法の実用化に関する研究

岐阜大学 工学部 機械工学科
小林 信介 准教授旋回式クロスフローによる切削油廃液の高効率分離と応用検討

名古屋工業大学 電気電子工学科
水野 幸男 教 授電気設備の故障および劣化診断手法の開発

名古屋工業大学 電気電子工学科
青木 睦 准教授

進相コンデンサを用いた高圧配電系統の電圧不平衡抑制に関する応用
研究

広島工業大学 工学部 電気システム工学科
西村 和則 准教授変圧器故障予測に関するモデルのデータ出力

岐阜工業高等専門学校 環境都市工学科
角野 晴彦 准教授フィールド試験による酸素供給型DHS法の実用性評価

平成26年度 研究開発における大学等の協力
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第23回全社技術研究発表会
第23回全社技術研究発表会は、平成25年11月5日、テクニカルフェアに合わせ、教育センター6階講堂

で開催した。開会に先立ち、髙木常務から「良い研究開発の成果を生むためには、良い発想が必要。そのた
めには、日常と違うところを見つけ出す感性、その違いの原因を探る探求心、そして改善の検討は自分だけ
でなくいろんな人と話すことが大切だ」との挨拶があり、続いて8件の発表が行われた。設計、提案、施工現
場、開発のそれぞれで行われた課題解決や工夫がわかりやすく説明される各発表に聴講者は、真剣に聞き
入っていた。
表彰式および名古屋工業大学鵜飼副学長（現学長）による講評は、テクニカルフェアのメイン会場であ

るアリーナで行った。

受賞名(*2)発表者発表者所属発表件名

遠藤 伸晃情報通信本部
モバイルエンジニアリング部設計グループSBM様向け新支持物（アイトラス）の採用について

社長賞會澤 達也
(*1)長野支店 営業部 営業グループ縦型両面発光導光板照明の採用について

竹谷 国明営業本部空調管統括部工事第二グループ県立芸術大学音楽学部校舎新築工事における
騒音対策施工事例

千葉 理恵技術開発室研究開発グループ学校給食センターの洗浄室および洗浄機の
省エネルギー

奨励賞西尾 智有配電本部地中線部工事グループ旭硝子㈱千葉工場における設備提案と施工事例
奨励賞高橋 和宏技術開発室研究開発グループ空圧設備の劣化診断機能の開発
審査員賞森 剛配電本部配電統括部技術グループ柱間切分工具用のカムラーの開発

太田 清丈営業本部内線部工事第二グループ学校法人愛知医科大学新病院棟の電気設備

研究テーマと発表者

(*1)発表の施設は、(一社)照明学会の第12回(2014)照明デザイン賞最優秀賞を受賞し、會澤担当課長は、㈱日建設計殿、㈱竹中工務
店殿の関係者とともに表彰を受けた。

(*2)賞の種類と審査基準は、前号、前々号のTDレポートの本欄をご参照願いたいが、平成24年度から技術開発室も全ての賞の対象と
しており、26年度も同様の予定である。
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日本電設工業協会が主催する平成26年度のJECAFAIR（第62回電設工業展）は、5月28日（水）か
ら3日間、インテックス大阪で開催された。大阪開催のJECAFAIRとしては最大の展示ブース面積となり、
来場者は98,000人を数えた。
技術開発室が、「ハイブリッド脱臭装置『デオマイスター』」「エアーコンプレッサ台数制御装置『エアー
マイスター』」「MiELCAST（みえるキャスト）」「エネルギー遠隔監視システム」「低圧電路用地絡方向継
電器」「TLDシステム」「低圧自動力率制御システム」を出展したほか、情報通信本部が「電波電搬路調査
システム」、地中線部が「太陽光発電用FXT鋼管基礎（太陽光パネル架台基礎）」を出展した。
当社ブースへは多くの来訪者があった。その中で技術開発室の展示について詳細な説明と意見交換を
行ったお客さまは、需要家、設計事務所、ゼネコンおよび同業他社など62組あり、貴重な意見をいただくこ
とができた。

JECAFAIR2014 ～第62回電設工業展～

低圧電路用地絡方向継電器の展示 ハイブリッド脱臭装置『デオマイスター』のデモンストレーション

講演先・日付講 師担当者所属演 題

日本太陽エネルギー学会
太陽光発電部会 第7回セミナー
『太陽光発電システムの発電電
力量評価・推定技術の最近動向』
2013.12.19
会場：東京大学 生産技術研究所

中セミナー室1

西戸 雄輝技術開発室
研究開発グループ

太陽光発電システム構築における発電電力量
推定の位置づけ

ヒートポンプ・蓄熱センター
2014.2.5千葉 理恵技術開発室

研究開発グループ

平成25年度 蓄熱技術研修会
水蓄熱・プログラム演習コース
（負荷計算プログラムMicroHASP/TESの解説）

名古屋工業大学（非常勤講師）
2014.6.11 2014.6.18小林 浩技術開発室

研究開発グループ
「スマートパワーシステム特論」のうち
事例解説

名城大学（非常勤講師）
2014.7.7伊藤 公一技術開発室

研究開発グループ
電気電子工学概論

－電力事業と電気電子工学－

社外講師・セミナー講師
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担 当 者担当者所属内 容受 賞 名年月日

小林 浩技術開発室研究
開発グループ

小型電力測定器「クランプオンパワーハイ
テスタ（型式3168）」日置電機株式会社 感謝状２０１３．１０．３０

山本 達也技術開発室研究
開発グループ低圧電路用地絡方向継電器の開発(一社)日本電気協会

第58回「澁澤賞」２０１３．１１．３

加藤 勇治技術開発室研究
開発グループ

ハイブリッド脱臭装置「デオマイスター」の
開発

第18回 資源循環型ものづくりシ
ンポジウム IMS2013
(一社)中部産業連盟 会長賞

２０１３．１２．４

水野 誠技術開発室研究
開発グループ

鋳造工場向けエネルギー最適化システム
MiELCAST（みえるキャスト）

(一社)日本電気協会中部支部
特別功績者表彰２０１４．３．２６

深川 広則
中林 清美
澤 克治
堀田 侑揮

配電本部
地中線部

地上設置型太陽光パネル用FX鋼管基礎の
開発

(一社)日本電気協会中部支部
特別功績者表彰２０１４．３．２６

矢吹 治久
柳瀬 貴志
深尾 彰彦
片野 英樹
西部 明男
牧野 徹

東京本部
工事部豊洲キュービックガーデンの電気設備

（一社）電気設備学会
第25回部門別学会賞
技術部門 施設奨励賞

２０１４．６．６

小林 浩技術開発室研究
開発グループ

シンポジウム「再生可能エネルギーの有効
利用を実現するデータ計測・活用技術」の
企画

平成25年電気学会電子・情報・シ
ステム部門大会企画賞２０１４．９．４

(*)
會澤 達也

長野支店
工事グループ

導光板を用いた照明器具により空間の明る
さ感を確保したアンビエント照明の工夫

(一社)照明学会
照明デザイン賞 最優秀賞２０１４．９．４

受賞・表彰の記録

(*)平成25年度第23回全社技術研究発表会で會澤担当課長は、表彰の対象となった施設における照明設備施工の創意工夫につい
て講演し、社長賞を受賞した。

第58回澁澤賞を受賞した山本研究副主査



技
術
開
発
室
だ
よ
り

技
術
開
発
室
だ
よ
り

47

椅 為尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉尉

平成26年8月28日と29日の2日間にわたり、
第32回電気設備学会全国大会が東北文化学園大
学で開催された。今年度の一般講演の発表件数は
202件であり、昨年度（216件）と比べて若干減少
している。しかし、昨年度に劣らず、大変有用な内容
の発表が多いと感じた。聴講者に人気の技術分野
は、昨年度と同様に、太陽光発電設備等のエネル
ギー分野や接地・雷・絶縁分野である。これらの分
野では会場は常に満員であり、活発に質疑応答が行
われていた。
本稿では、筆者が聴講した一般講演の一部の内
容について紹介する。なお、プログラムの概要に
ついては、電気設備学会学会誌2014NO．8目次
4頁または電気設備学会ホームページを参照願い
たい。

（1）「接地方式の違いによるノイズ電流分流に関す
る検討」〔EMC/EMI、環境、高調波分野〕

発表者：㈱きんでん 森田祐志 氏
（発表概要）
需要家構内低圧配電系統における接地方式の違

いによるノイズ電流の分流について、シミュレー
ションによる検討を行い、望ましい接地方式を提案
している。ノイズ電流の発生源としては、近年、障
害事例が多数報告されているインバータを対象と
している。接地方式は、動力、電灯回路においてB
種接地を共用する場合とそれぞれ単独に設ける場
合、負荷側の接地については鉄骨等の建物構造体
を利用する場合と通常のC種、D種接地を利用す
る場合について検討している。結果は、ノイズ電流
を電灯回路に流入させない接地方式として、動力、
電灯回路においてはB種接地を単独とすることを
推奨している。
（筆者の感想）
発表者も述べていることだが、B種を単独接地と

することは、雷保護の観点からは好ましくない。こ
れは、B種とC種またはD種接地極間に雷サージに
よる過電圧が発生し、電子機器を破損させる恐れ

があるためである。したがって、本提案の採用にあ
たっては、雷に対する影響についても別途検討を行
う必要がある。
当社で開発したTLDシステムは、電灯回路への

ノイズ電流の回り込みを防止するとともに、雷障害
の防止にも有効である。

（2）「ノイズ低減を可能としたファン周波数制御装
置の製作」〔EMC/EMI、環境、高調波分野〕

発表者：㈱三菱地所設計 森山泰一 氏
（発表概要）
既存電算センターの大規模修繕工事において、
空調機ファンの周波数制御装置の電源高調波電流
抑制対策としてマトリクスコンバータを採用した。
そして、マトリクスコンバータの入出力回路にライン
ノイズフィルタを設置し、かつシールドケーブルを
使用することで、CISPR11 ClassAに準拠した
高周波ノイズ対策を実施した。
（筆者の感想）
マトリクスコンバータは、交流波形を直流に変換
することなく直接周波数変換を行う装置であり、現
在主流の汎用インバータと比べて電源高調波を低
減できること、また電力を電源側に回生できること
から注目されている。まだ、価格が高いことと、瞬低
による影響を受けやすいため適用できる負荷が制
限される、などの欠点もあるが、今後、普及すると考
えられ注目したい。

(3)「ELCB不要動作対策を目的とした接地システ
ムの構築」〔EMC/EMI、環境、高調波分野〕

発表者：㈱きんでん 西村鉄平 氏
（発表概要）
動力変圧器の2次側（480V）に50の分岐回路

があり、それぞれにインバータが設置されている。
また、全ての分岐回路には感度電流30mAの
ELCB（漏電遮断器）が設置されている。このよう
な設備において、ある回路のインバータを運転した
際、ELCBがトリップした。
調査の結果、当該回路の絶縁は良好であったた

め、漏電によるトリップではないと判断した。そして、
ELCBの動作を一時的にロックし、インバータ運転
中の漏れ電流を計測して周波数解析を行った。そ

第32回電気設備学会全国大会に参加して

1 はじめに

2 主な一般講演の聴講内容

技術開発室
研究開発グループ
／伊藤 公一
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の結果、商用周波数の電流値は3.2mAと小さく、
高調波電流は3次が14.5mA、5次が24.4mAと
大きいことがわかった。このことから、ELCBは高
調波電流により不要動作したものと推定した。
対策として、480V動力変圧器の2次側にタイト

ランスを設置し、その二次側回路の系統接地線に
500Ωの抵抗を接続して高調波電流を低減した。
（筆者の感想）
インバータに起因する障害事例として、大変貴重
な報告である。しかし、今回の対策には疑問を感じ
る。ELCBには、一般に、高調波電流に対して不要動
作しないようにローパスフィルタ（LPF）が内蔵され
ている。今回不要動作したELCBにもLPFが内蔵
されており、3次高調波電流は50mA未満、5次高
調波電流は200mA未満では動作しないことが報
告されている。今回計測された電流値はこの範囲
内である。したがって、このような低次の高調波電
流を今回の障害原因とすることはできない。
上記以外の障害原因として、インバータのスイッ

チング動作によって生じる高周波漏れ電流の影響
が考えられる。これは、インバータのスイッチング
周波数（一般に、数kHz～15kHz）以上の高周波電
流である。ELCBに内蔵されているLPFは、この電
流に対しても低減効果がある。しかし、当該変圧器
内には50台のインバータが存在する。これらが全
て動作し、対地静電容量の大きな回路に高周波漏
れ電流が回り込んだとすれば、極めて大きな電流値
となりフィルタの許容値を超え、ELCBは不要動作
する可能性がある。この回り込み電流は、今回接続
した500Ωの抵抗を流れないためこの抵抗による
低減効果は期待できない。この推測が正しいとす
れば、有効な対策は、インバータにフェライトコア等
を設置して高周波漏れ電流を低減することである。

（4）「ケーブルの多条布設時の電流平衡化方法（そ
の2）」〔材料・工具、機器分野〕

発表者：㈱関電工 武藤信行 氏
（発表概要）
低圧の大容量負荷に対し、通常はバスダクトを使
用して送電する。しかし、施工性がよくコストダウン
できることから、バスダクトに代えて、同じ相にケー
ブルを多条布設して送電する場合がある。しかしこ
の場合、電流は各ケーブルのインピーダンスの相
違から均等に流れず、一部のケーブルに過大な電
流が流れて焼損することがある。

この対策として、電流バランサを検討した。各
ケーブルに鉄心を挿入し、さらに各鉄心にIV線を通
してループ配線とすることにより、ループ配線で2
次側電流を共用した1対1の変流器を構成した。そ
して、各ケーブルの電流が平衡化されることを実験
により確認した。
（筆者の感想）
この内容は、昨年度はポスターセッションで発表
されていたが、今年度は、さらに施工しやすく改良
されていた。このような同相多条布設ケーブルは、
当社でも施工されており、当社では各ケーブルに流
れる電流を計算するソフトを作成している。㈱関電
工ではさらに検討を進め、対策技術を開発した。鉄
心断面積の設計方法が今後の課題ということで
あったが、それほど難しい課題ではないであろう。
大変有用な技術と考える。発表の中で平衡化によ
る省エネ効果を強調されていたが、平衡化によって
必ずしも省エネにならないことは簡易な計算で確
認でき、この点は疑問である。

（5）「太陽光発電設備工事における基礎工事工法
の比較について」〔施工分野〕

発表者：㈱ユアテック 渡部弘明 氏
（発表概要）
太陽光発電設備の基礎工事工法について、傾斜
の有無、地盤の固さや水分、設置場所の天候の特徴、
施工の難易度、コストなどの評価項目により比較し
た。対象工法は、現場打ち鉄筋コンクリート基礎、2
次製品コンクリート基礎、スクリュー基礎、ベース基
礎の4種とした。
それぞれ一長一短があり、状況に応じて選定する

ことが重要と結論付けられた。
（筆者の感想）
コスト面で最も安価なスクリュー基礎に関する質
問が多く、関心が高いことが窺えた。地盤が柔らか
いところで使用可能ということであったが、あまり柔
らかすぎる場合には経年沈下の可能性が否定でき
ない、ということであった。また、固い石などで溶融
亜鉛メッキが傷つき腐食する恐れはないか、という
質問に対し、その影響については不明ということで
あった。
スクリュー基礎は、当社開発のFX鋼管基礎の競
合技術になると考えられ、優位性の評価を行う必要
があると考える。
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（6）「太陽光発電所の雷対策について」〔施工分野〕
発表者：㈱九電工 江頭 誠 氏

（発表概要）
海岸の埋め立て地に設置された70MWのメガ

ソーラに対する雷対策の紹介である。対策は、回
転球体法に基づく避雷針の設置、メッシュ接地、等
電位ボンディング、SPD（SurgeProtective
Device）の設置である。
しかし、これらの対策を行っても雷障害が発生し
た。落雷箇所は、溶融痕があるため避雷針と考えら
れた。障害状況は、太陽光パネルの接続端子部に
おける放電痕、一部の太陽光パネルの出力低下で
ある。また、弱電機器も影響を受けた。
原因は、雷電流による電磁誘導によって太陽光パ

ネルに過電圧が発生したことによると推測した。この
ため、太陽光パネル接続端子部にSPDを設置した。
（筆者の感想）
太陽光パネルの接続端子に接続された配線は、
接続箱に集約される。今回、この接続箱にはSPD
が設置されていたが、障害が発生した。
接続端子部で放電が発生した原因は、接続箱と
接続端子部の配線距離が最大で100mと長く、接
続箱に設けられていたSPDが動作する前に接続端
子部で放電開始電圧に達したためと推測されてい
た。この放電対策として、接続端子部にSPDを設
置することは有効と考えられるが、SPDを設置し
てもサージ電流はセルを流れると考えられるため、
太陽光パネル自身の保護は難しいと考える。
雷対策は難しい課題である。このような貴重な
報告を参考にし、効果的な対策を検討すべきである。

（7）「協調を考慮した雷保護対策」〔接地、雷、絶縁
分野〕

発表者：㈱サンコーシャ 伊藤秀敏 氏
（発表概要）
山頂にある通信鉄塔基地局において雷による障
害が発生した。この場所の落雷日数は50日／年で
あり多雷地域である。雷サージにより破損した機器
は、無線装置と受電盤内SPDであった。無線装置
にはSPD（1/4λショートスタブ形）が設置されて
いたが、このSPDの動作電圧が無線装置の耐電圧
を超えたため破損したと推測される。また、受電盤
内のSPDは、クラスⅡが設置され、その後段には
メーカーの異なるクラスⅡのSPDが設置されてい
た。両者は動作協調を行い処理エネルギーを分担

する必要があるが、既存設備はこの協調がとれてい
なかったため、受電盤内のSPDのみが動作し、全て
のエネルギーを処理しきれずに破損したものと推
測した。
対策として、受電盤内のSPDをよりエネルギー
耐量の大きなクラスⅠに変更し、後段のSPDを同
一メーカーのSPDに変更して動作協調を図った。
また、通信装置用のSPDは、1/4λオープンスタ
ブ形SPDを追加し、雷サージに対して絶縁する対
策を行った。これらの対策後約2年が経過したが、
障害は発生していない。
（筆者の感想）
雷保護対策において、一般に、SPDを設置する

ことの重要性は広く認識されているが、動作協調の
重要性についてはあまり認識されていないように感
じている。保護機器の過電圧耐量に基づき、また、
雷サージの侵入経路を想定して、SPDの設置場所、
動作電圧（順序）、エネルギー耐量を適切に設計す
る必要がある。

本稿では、第32回電気設備学会全国大会にお
いて筆者が聴講した一般講演の内容の一部を紹介
した。
本大会では、様々な障害事例やその対策方法、新
製品から施工に至る幅広い技術の紹介など、内線
技術者にとって大変有用な内容が報告される。当
社の技術者も積極的にこれに参加し、情報収集を行
うとともに技術者同士の交流を深め、互いに切磋琢
磨すべきと考える。
本稿により、電気設備学会への関心が高まるとと

もに全国大会への発表者・聴講者が増え、当社の技
術力のさらなる向上につながれば幸いである。

以 上

3 おわりに
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発表機関・掲載誌著者（発表者○）および連名者件 名

平成25年度 日本太陽エネ
ルギー学会・日本風力エネ
ルギー学会合同研究発表会
2013.11

○奥田文彬、山中三四郎(名城大学)、
西戸雄輝、小林 浩(技術開発室)

傾斜面日射量の推定精度に関する研究
－全国各地における傾斜面日射量推定の
精度比較－

平成25年度 日本太陽エネ
ルギー学会・日本風力エネ
ルギー学会合同研究発表会
2013.11

○小島祥太、山中三四郎(名城大学)、
西戸雄輝、小林 浩(技術開発室)

PCSの性能評価に関する研究
－10年間運転したPCSの性能評価－

平成25年度 日本太陽エネ
ルギー学会・日本風力エネ
ルギー学会合同研究発表会
2013.11

○真田英和、山中三四郎(名城大学)、
西戸雄輝、小林 浩(技術開発室)

％電力量と発電電力量の相関性に関する一
考察

土木学会第50回 環境工学
研究フォーラム 2013.11

○段下剛志、角野晴彦（岐阜高専）、川上周司（阿南高専）、
髙石有希子(技術開発室）、珠坪一晃（国環研）

酸素供給型DHSリアクターによるでんぷん
含有排水の連続処理

電気学会 メタボリズム社
会・環境システム技術研究
会 2014.01

○小林 浩(技術開発室)エネルギー計測の必要性と電気設備分野に
おけるデータ活用事例

電気学会ものづくり研究会
2014.02○小林 浩(技術開発室)高調波抑制対策技術指針の改定内容とプラ

ント設備との関わり

平成26年電気学会全国大会
2014.03

○奥田文彬、山中三四郎(名城大学)、
井上泰宏、西戸雄輝、小林 浩(技術開発室)

PVシステムの出力低下診断に関する一考察
－％電力量を用いた出力低下の判定基準－

平成26年電気学会全国大会
2014.03

○小島祥太、山中三四郎(名城大学)、
西戸雄輝、小林 浩(技術開発室)40kWPVシステムの出力低下診断

平成26年化学工学会第79
年会 2014.03

○森 崇弘、小林信介、板谷義紀（岐阜大学）、
加藤勇治（技術開発室）

旋回式クロスフローによるO/Wエマルジョ
ンの分離に関する研究

平成25年度 土木学会中部
支部研究発表会 2014.03

○段下剛志、角野晴彦（岐阜高専）、川上周司（阿南高専）、
髙石有希子(技術開発室）、珠坪一晃（国環研）

デンプン含有排水を処理するHi-DHSリア
クターの運転方法の検討

第48回日本水環境学会年会
2014.03

○段下剛志、角野晴彦（岐阜高専）、川上周司（阿南高専）、
髙石有希子(技術開発室）、珠坪一晃（国環研）

酸素供給型DHSリアクターにおける処理性
能向上のための運転方法の検討

第48回日本水環境学会年会
2014.03

○鈴木香奈子、小島誠貴、川上周司（阿南高専）、
段下剛志、角野晴彦（岐阜高専）、
髙石有希子（技術開発室）、珠坪一晃（国環研）

デンプン含有排水を高速処理する酸素供給
型DHSリアクター内の微生物群集構造解析

平成26年 電気設備学会
全国大会 2014.08

○奥田文彬、山中三四郎(名城大学)、
井上泰宏、西戸雄輝、小林 浩(技術開発室)％電力量の入射角依存性

平成26年 電気設備学会
全国大会 2014.08○西戸雄輝、井上泰宏、小林 浩(技術開発室)太陽電池とPCSの容量比がPVシステムの

発電電力量と回収年数に与える影響の評価

平成26年 電気設備学会
全国大会 2014.08

○飯塚和夫、小林 浩（技術開発室）、
田口正明、福永竜己、國井康幸（中部電力）、
梅村正人（中部電気保安協会）、
箕輪昌幸（愛知工業大学）、
出口真行、松村年郎（名古屋大学）

低圧お客さま設備における雷対策の実態に
関する調査研究（第1報）
－アンケートによる家電機器の雷被害状況
の調査結果－

平成26年 電気設備学会
全国大会 2014.08

小林 浩、飯塚和夫（技術開発室）、
○出口真行、松村年郎（名古屋大学）、
田口正明、福永竜己、國井康幸（中部電力）、
梅村正人（中部電気保安協会）、
箕輪昌幸（愛知工業大学）

低圧お客さま設備における雷対策の実態に
関する調査研究（第2報）
－屋内配線への雷過電圧進入に伴うコンセン
ト端電圧上昇の線路亘長・並列数依存性－

平成26年 電気設備学会
全国大会 2014.08

○小林 浩（技術開発室）、鈴木俊之（東光電気工事）、
滝澤 総（日建設計）

電気設備のLCCO2、LCC削減のケースス
タディ（第5報）
－太陽光発電システムと蓄電池の導入効果－

平成26年 電気設備学会
全国大会 2014.08

○太田清丈、大森達哉（営業本部）、
小林 浩（技術開発室）、
矢崎祝秀、村上英樹（愛知医科大）、
菊池 尚（山下設計）、足立光弘（鹿島建設）

病院電気設備における変圧器励磁突入電
流の実測と瞬時電圧低下の評価

平成26年 電気設備学会
全国大会 2014.08

○小寺孝典、青木 睦(名古屋工業大学)、
藤田 悠、小林 浩(技術開発室)、
丸 俊介、福永竜己(中部電力)

進相コンデンサを用いた高圧配電系統の電
圧不平衡抑制に関する検討(その1)
－PSOを用いた実測データに基づく不平
衡配電系統モデルの作成－

学会・雑誌等への発表・投稿
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発表機関・掲載誌著者（発表者○）および連名者件 名

平成26年 電気設備学会
全国大会 2014.08

○藤田 悠、小林 浩(技術開発室)、
小寺孝典、青木 睦(名古屋工業大学)、
丸 俊介、福永竜己(中部電力)

進相コンデンサを用いた高圧配電系統の電
圧不平衡抑制に関する検討(その2)
－単相進相コンデンサを用いた電圧不平衡
抑制装置の提案－

平成26年 電気設備学会
全国大会 2014.08

○井上泰宏、西戸雄輝、小林 浩（技術開発室）、
山中三四郎（名城大学）

%電力量による出力低下診断機能を備えた
太陽光発電設備用遠隔監視システムの開発

平成26年 電気学会産業応
用部門大会 2014.08○中村久栄（技術開発室）短絡を有する固定子巻線スロットの特定手

法の提案

平成26年 電気学会 電力・
エネルギー部門大会
2014.09

○藤田 悠、小林 浩(技術開発室)、
小寺孝典、青木 睦(名古屋工業大学)、
丸 俊介、福永竜己(中部電力)

進相コンデンサを用いた高圧配電系統の電
圧不平衡抑制に関する検討(その1)
－配電線実測データの分析－

平成26年 電気学会 電力・
エネルギー部門大会
2014.09

○小寺孝典、青木 睦(名古屋工業大学)、
藤田 悠、小林 浩(技術開発室)、
丸 俊介、福永竜己(中部電力)

進相コンデンサを用いた高圧配電系統の電
圧不平衡抑制に関する検討(その2)
－PSOを用いたシミュレーション－

平成26年度 空気調和・衛
生工学会全国大会
2014.09

○河路友也(愛知工業大学)、
成瀬 仁(技術開発室)、
松井伸夫、柴田篤宏(中部大学)

エネルギー監視データを利用した空調熱源
の異常検知システムの開発（第2報）
各種診断項目の説明と異常履歴との照合事例

平成26年度 空気調和・衛
生工学会全国大会
2014.09

○千葉理恵(技術開発室)、
田中英紀（名古屋大学)、
丹羽英治、小池万里(日建設計総合研究所)

ライフサイクルエネルギーマネジメントに
有用なシミュレーションモデルに関する研
究 その4
水蓄熱システムモデルの拡充と某病院にお
ける試算

平成26年 廃棄物資源循環
学会第25回研究発表会
2014.09

○森 崇弘、小林信介、板谷義紀（岐阜大学）、
加藤勇治（技術開発室）

旋回式クロスフローによるO/Wエマルジョ
ンの機械的分離

平成26年度 電気・電子・情
報関係学会東海支部連合大
会 2014.09

○八神佑輔、荒木千佳、城戸俊輝、
水野幸男（名古屋工業大学）、
中村久栄（技術開発室）

負荷電流の特徴量分布を用いた誘導電動
機の巻線短絡故障診断
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現業支援業務の事例紹介

本稿では、技術開発室がこれまでに実施した現
業支援業務の中から、今後の参考となると思われ
る事例を4つ紹介する。

（1）状況と客先要望
某工場にて、複数のELCBが同時に動作する不
要動作障害が発生した。障害発生箇所は、変圧器
二次側母線の分岐回路のELCB3箇所（プラグイ
ン2箇所、他1箇所）であった（図1-1）。
客先より、原因を特定するとともに、低コストで

対策を実施したいとの要望があった。
（2）技術支援の概要
（a）原因調査
不要動作障害の原因は、地絡電流の回り込み

によるものとの仮説を立て、不要動作障害が発
生したELCBの二次側回路の対地静電容量を計
測した。さらに、その計測値から、他の回路での
地絡発生時に当該回路に回り込む地絡電流を推
定した。この結果から、不要動作障害の原因は、
仮説の通り地絡電流の回り込みである可能性が
高いことを確認した（表1-1）。
（b）対策提案
ELCB1回路は、対地静電容量が特に大きく、

回り込み電流が極めて大きくなると推定した。
よって、ELCBの整定値変更だけでは対策不十
分と判断し、当社開発製品の「低圧用地絡方向継
電器（低圧用DGR）」を提案した（図1-2）。
ELCB3回路は、上位に中感度のELCBが設置さ
れており、負荷状況からも感電保護（高感度
ELCB）は必要ないと判断した。よって、ELCB
からMCCBへの変更を提案した。
ELCB4回路は、対地静電容量が0．4μF、回

り込み電流が最大で約30mA（420V回路地絡
時）と小さい。よって、感電保護（高感度ELCB）
は必要ないと判断し、整定値変更のみとした。

（3）技術支援のポイント
当社にて原因調査のための測定や対策検討を速

やかに実施し、当社独自技術として開発した製品を
提案し採用に至ったことで、当社の技術力をアピー
ルでき、客先の信頼を得ることができた。
（4）関係部署：営業本部 内線部 名西営業所

1 漏電遮断器の不要動作障害の原因調査と対策提案

図1-1 障害発生箇所と計測点

推定回り込み
電流最大値対地静電容量回路

883.7mA11.6μFELCB1

45.7mA0.6μFELCB3

30.5mA0.4μFELCB4

表1-1 対地静電容量の実測値と
回り込み電流の推定値

図1-2 ELCB1回路の対策方法
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（1）状況と客先要望
某店舗の分電盤内から発煙したため調査した結

果、端子部が炭化し、圧着端子の絶縁キャップ（材
質：PVC）から発煙していた。この事故の原因はボ
ルトの緩みが原因と推測された。客先より事故原
因を突き止めたいとの要望があったため、事故状
況の再現実験を行った。
（2）技術支援の概要
（a）実験方法
事故発生時に使用していたボルトを使用し、ボ
ルトが緩んでいる状況を再現した（写真2-1）。こ
こに負荷電流を20A通電し、ボルトの温度と圧着
端子の様子を観察した。計測中には、電線を揺ら
して火花放電が発生する状況を作り出した。
（b）実験結果
実験開始から2500秒までは火花放電によっ

て端子部の温度が上昇した（図2-1）。その後、
ワッシャーとスプリングワッシャーの間に亜酸化
銅が形成され赤熱部が現れた。赤熱部の温度は
1000℃以上になることが知られている。よって、
赤熱部によって端子部の温度が急激に上昇し、
4000秒後には170℃ まで到達した。この温度
は絶縁キャップ（融点147℃）を溶融させ、炭化
するのに十分な温度であった。この再現実験か
ら、事故の原因を図2-2の通りと判断した。

（3）技術支援のポイント
事故の原因を、推定ではなく実験により再現して
突き止めたことにより、客先の信頼を得ることがで
きた。また、本結果を共有することにより今後の工
事に対する安全意識を高めることができた。
（4）関係部署：営業本部 内線統括部 技術G

2 ボルトの赤熱現象による電気事故の再現実験

最大温度＝169.8℃

端子部温度
室 内 温 度
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図2-1 赤熱現象発生時の端子部の温度変化

写真2-2 赤熱現象発生時の端子部の様子

写真2-1 端子部の緩みの再現の様子

①端子の緩みにより火花放電が発生

↓

②端子，ボルト等に亜酸化銅（Cu2O）が形成

↓

③亜酸化銅増殖現象が発生

↓

④亜酸化銅の赤熱により
端子用絶縁キャップが炭化し，煙が発生

図2-2 事故の原因の判断結果
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（1）状況と支援要望
太陽電池モジュールの直列毎の電圧・電流・電力

を計測し異常を監視する「ストリング監視システ
ム」を導入している太陽光発電システムにおいて、
「出力低下発生」の警報が挙がったため、客先から
詳細診断と原因究明を求められた。
（2）技術支援の概要
（a）対象システムの概要
・太陽電池アレイ：単結晶型300W×760枚

＝228kW
・PCS：100kW×2台
・アレイ構成：PCS1：10直列×42並列

＝126kW
PCS2：10直列×34並列
＝102kW

（b）詳細診断の流れと結果
①熱画像診断
出力低下が発生したストリングを構成する10

枚のモジュールを赤外線カメラにより観察し、局
所的に発熱しているモジュール（No．3）を特定
した（写真3-1）。発熱は、一部のセルとジャンク
ションボックス付近に見られた。
②I-V曲線（電流－電圧特性曲線）測定
モジュール毎のI-V曲線を測定し（図3-1）、開
放電圧が低いモジュール2枚を特定し（No．3、
No．8）、これらのモジュールの発電電力が低下
していることを確認した。この2枚以外にもI-V
曲線に変曲点があるモジュールを発見し、汚れ
の影響等で発電電力が低下している可能性があ
ることが分かった。
③EL※画像撮影
発電電力低下の原因究明のため2枚のモ

ジュールのEL画像を撮影した。No．3では3分
の2のセルで発電電力がゼロであり（写真3-2
右）、バイパスダイオードのショート故障と判断し
た。またNo．8にはEL画像の撮影時に外部電源
より印加する電流が流れなかったことから、モ
ジュール内配線の断線故障と判断した。
（c）メーカの見解
後日、メーカにモジュールを送付して詳細調

査をした結果、No．3はバイパスダイオードの
ショート故障、No．8はジャンクションボックス
内での半田不良による断線と判断された。これ

により、当社の診断結果の妥当性が示された。
（3）技術支援のポイント
当社自らが各種試験装置を使用して詳細診断を

行い、故障個所と原因を突き止めたことにより、客
先の信頼を得ることができた。また、太陽光発電シ
ステムの不具合診断技術を蓄積することができた。
（4）関係部署：営業本部 エコソリューション部

技術提案G
※Electroluminescence（電界発光）：太陽電池に電流を

流すと特定波長の光を発光する現象。発電に寄与してい

ない部分は暗くなるため、この光を撮影することで太陽

電池の故障診断が可能となる。

3 太陽光発電システムの出力低下発生時の詳細診断

写真3-1 発熱があるモジュール（No.3）の熱画像

写真3-2 モジュールのEL画像

0

電
流［
A
］

電圧［V］

電流値の違いはⅣ測定時の日射条件の違いによるものである

汚れの影響

開放電圧
低い

10 20 30 40 50

№１
№２
№３
№4
№5
№6
№7
№8
№9
№10

4.5

4.0

3.5

3.0

2.5

2.0

1.5

1.0

0.5

0.0

図3-1 モジュール毎のI-V曲線の測定結果
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（1）状況と支援要望
某病院施設において、電源停止時は一刻も早く
電力供給を再開するため、複数台ある変圧器の投
入方法を、順次投入ではなく一斉投入としたい。つ
いては、過大な励磁突入電流の発生や、それに伴う
瞬時電圧低下の影響が懸念されるため、客先から
実測により確認を求められた。
（2）技術支援の概要
（a）励磁突入電流と瞬時電圧低下の実測
竣工前に、実際に変圧器のサブ変毎の順次投

入と全変圧器の一斉投入を行い、励磁突入電流
波形及び電圧波形を、波形記録計を用いて実測
した。
（b）実測結果の分析と評価
図4-1は励磁突入電流が最大であった結果で
あり、電圧印加後の1周期目にV相に最も大きい
5,000A（波高値）程度の電流が流れ徐々に減少
し、メーカ提示値よりも小さいこと、電圧が波高
値6,000V程度まで低下していることを示して
いる。
励磁突入電流は、投入のタイミング等により

大きく変化するため、順次投入・一斉投入とも同
一条件で3回実測し、メーカ提示値と比較した
（図4-2）。これより、すべての実測値がメーカ提
示値より小さいことを確認した。また、瞬時電圧

低下が負荷機器に与える影響を評価し（図4-3）、
一斉投入の場合のみ高圧放電ランプに影響が出
る可能性があるものの、病院施設として重要な
医療機器等には影響がないことを確認した。

（3）技術支援のポイント
当社自らが計測機器を用いた実測と結果の定量
的な分析を行うとともに、客先や設計事務所に直
接説明を行うことで、客先の信頼を得ることがで
きた。
（4）関係部署：営業本部 内線部

4 変圧器励磁突入電流の実測と瞬時電圧低下の評価

（a）励磁突入電流波形

（b）励磁突入電流発生時の電圧波形
図4-1 励磁突入電流と瞬時電圧低下の実測結果
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図4-2 励磁突入電流とメーカ提示値との比較
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図4-3 瞬時電圧低下の負荷機器への影響評価結果
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当社にとって、技術者一人一人が技術力を向上
させることはいうまでもなく重要であり、その手
段として図1に示すものが考えられる。このうち
いくつかは、教育センターにより進められている
が、最新の技術情報や技術動向をタイムリーに得
るには、各種学会・士会への加入が最も有効な方法
である。このため当社では社員に対し、学会・士会
への加入を奨励している。
また、技術士に挑戦する社員にとって、学会を通

じて得られる各種情報は極めて役に立つと言われ
ている。
各種学会は、最新技術の解説や施工事例の紹介

を、会誌や見学会、講習会といった学会事業により
提供している。これらは各個人が技術力を高める
ことに加え、お客さまへ技術的な提案やアドバイ
スを行なう情報源となる。また各士会も、同様に
詳細な技術情報の提供や見学会を行なっており、
活用が期待できる。

社内に学会・士会の加入者が増えることは、社内
の技術への関心を高め、全体の技術レベルの向上
につながるほか、お客さまの当社技術力に対する
信頼を高める期待もある。
特に電気設備学会について、同業他社が競って
加入者を増やすのはこのためであろう。

当社業務に関係が深いと思われる学会・士会は
表1のとおりであるが、業務上の必要に応じてこ
の限りではない。自分の業務に関係の深い学会・
士会に是非加入し、技術力の向上に努めていただ
きたい。

表1 学会・士会

学会、士会名

電気設備学会

電気学会

空気調和・衛生工学会

日本建築学会

電子情報通信学会

情報処理学会

照明学会

技術士会

計装士会

建築士会

図1 技術力向上手段

技
術
力
向
上
手
段

必須教育（社内）

ＯＪＴ

指名による資格取得

自己研鑽 資格取得

自主参加講座（社内）

自主参加研修（社内）

通信教育

社外セミナー

社内・社外の自主的な勉強会

雑誌購読

学会加入

士会加入
学会加入奨励については、イントラネットの部
署情報で、「技術開発室だより」内の「各種学会･
士会の加入奨励について(通知)（H21.2.3発信文
書）」を参照していただくか、技術開発室にお尋ね
ください。

各種学会・士会への加入奨励について








